
今後10年間の住宅政策の方向性を定める住生活基本計画の見直しの議論が
昨年10月にスタートした。現計画が策定されたのは令和2年度末であるが、
その後住宅を取り巻く情勢はきわめてダイナミックに変化してきている。

例えば、デフレ脱却の流れと人手不足。住宅価格が上昇し、金利も段階的

な上昇が見込まれるなど、住宅取得を巡る環境は大きく変わった。住宅産業

の担い手確保の問題も切実で、対策が待ったなしの状況になっている。

また、コロナ禍を経て住まい方の多様化もますます進んできた。リモート

ワーク等を前提とした働く場所に縛られない住まい方や、空き家の DIYを
含む多拠点居住などが広がりつつある。一方で、立地を重視する共働き世帯

や結婚を望まない若年単身世帯の増加など、世帯属性に応じたさまざまな住

まい方も出てきている。

さらに、気候変動や自然災害の頻発化・激甚化等を受け、環境・安全への

国民の意識もさらなる高まりを見せている｡ZEHという言葉が当たり前のよう
に使われ、ZEH水準の住宅も急速に普及。また、能登での震災や全国各地
での豪雨災害などを機に、立地も含めた住宅の安全性が改めて問われている｡

これらの他にも、空き家・マンション等のストック対策と既存住宅流通の

活性化、高齢単身世帯の増加を踏まえた住宅セーフティネットの充実、DX
推進による生産性の向上など、今議論しておくべき課題は多岐にわたる。

各世帯属性の中期的な動向や住宅市場・ストックの状況等を踏まえ、多く

の方々からさまざまなご意見をいただきながら、目指すべき住生活の姿とそ

の実現に向けた住宅政策の方向性について、今後議論を深めていきたい。
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住宅の省エネ､再エネ対策
座談会

中川 2030年に温室効果ガスを46％削減し、
2050年にカーボンニュートラルを達成すること
がわが国の国際公約になり、政府、地方公共団

体、民間企業などさまざまな主体が参画した取

り組みが進められています。

エネルギー消費の約3割を占める建築分野で
の省エネ、再エネ対策の取り組みも急速に進め

られようとしています。例えば、｢建築物省エ

ネ法」が改正され、2025年4月から原則すべて
の新築住宅・非住宅に省エネ基準適合が義務付

けられます。東京都では、2025年4月から、中
小規模建築物を対象に、建築物環境報告書制度

が施行されます。太陽光発電、ZEB（Net Zero
EnergyBuilding；ネット･ゼロ･エネルギー･ビル)
充電設備、断熱・省エネ性能設備の整備を義務

づける制度です。鳥取県でも県独自の基準を策

定して、省エネ住宅の普及促進を図っています｡

カーボンニュートラルの実現に向けて国際的

に合意された目標を達成するために、わが国で

は、｢規制」という強い介入を行なうわけです

が、これが効率的な政策なのかどうか、国際公

約を達成するために十分な政策なのかどうか、

あるいは想定外の副作用をもたらす可能性はな

いのかどうかなどについて、議論したいと思い

ます。

ZEHと「建築物省エネ法」

●「省エネ、低炭素」から「脱炭素」へ
中川 そこでまず、住宅の省エネ・再エネ促進

の必要性や諸外国の動きについて、秋元さんか

らお話しいただければと思います。

秋元 世界規模の課題である気候変動問題の解

決に向けて、2015年に「パリ協定」が採択され
ました。世界的な平均気温の上昇を工業化以前

に比べて2度より十分低く保つとともに、1.5
度に抑える努力を追求するという「2度目標」
です。

2023年末にドバイで開催された COP28（第
28回国連気候変動会議）では、すべての国が化
石燃料からの脱却を進めて、今後10年間で行動
を加速させることが合意されました。2030年ま
でに再生可能エネルギー発電容量を世界全体で

3倍にする、エネルギー効率の世界平均を2倍
にするという目標が掲げられ、これまでの「省

エネ、低炭素」から「脱炭素」へ大きく舵が切

られました。徹底した省エネや非化石エネル

ギーの導入拡大を求められているわけです。
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左から時計回りに、前田氏、中川氏、増川氏、秋元氏、槇原氏

国内の電気・熱配分後の二酸化炭素（CO2）

排出量は、産業部門が最も多く38％を占めてい
ますが、住宅建築物に関わる業務その他部門で

19％、家庭部門で16％となり、中川さんからご
紹介があったように、建築分野でエネルギー消

費全体の約3分の1を占めています。さらに、
セメントや鉄鋼等の建築材料を含めると約4割
の排出量にもなります。したがって、住宅建築

物の脱炭素化に向けた取り組みはきわめて重要

になります。

さらに、ロシアのウクライナ侵攻に端を発し

た世界的なエネルギーコストの高騰で、エネル

ギー自立の課題が注目されています。国内では､

2024年の1月元旦に石川県能登地方を震源とす
るマグニチュード7.6の地震によって甚大な被
害が発生しました。激甚災害に対するレジリエ

ンス（回復力・復元力）という考え方も必要だ

と思っています。

住宅における再生可能エネルギー利用につい

ては、太陽光パネルなどの再生可能エネルギー

装置の設置によって､エネルギーの｢地産地消」

｢自産自消」を実現する必要があります。次世

代型の太陽光発電である「ペロブスカイト太陽

電池」は、フィルム状で柔軟性に優れているた

め、外壁面などにも設置が可能なので期待が高

まっています。また、初期費用を抑えて一般の

消費者の負担を軽減するための第三者保有モデ

ルである TPO（Third-Party Ownership）とい
うようなスキームも拡大してきています。

さらに、｢ホールライフカーボン」という概

念が改めて重要になってきています。ビルや住

宅では、運用時のエネルギー消費であるオペ

レーショナルカーボンの排出が大きなボリュー

ムを占めますが、建物を作るところから壊すま

でのいろいろな行為に伴う GHG（温室効果ガ
ス）の排出、つまり「エンボディドカーボン」

の観点も重要だということです。建築設備系で

はフロンの漏洩が大きな話題になっています。

●ZEHの普及状況
秋元 実際に住宅を通じてカーボンニュートラ

ルを進める場合には、ノンエナジーベネフィッ

トがしっかりアナウンスされることが求められ

ています。国土交通省の調査事業で、例えば省

エネリフォームの後に起床時の最高血圧が平均

3.5mmHg低下したというようなエビデンスも
得られています。したがって、高性能の断熱・

気密性能が優れて高効率の設備を備えた住宅は､

健康にも大きな効果があるということをアピー

ルしていく必要があると思います。
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国内の ZEH（ネットゼロ・エネルギー・ハ
ウス）の普及状況は、新築戸建て住宅では毎年

約10％成長していて、市場全体で平均3割に近
づいてきています。マンションの住棟を対象と

する ZEH-Mでは、新築戸数ベースで約40％に
達しているというデータもあります。マーケテ

ィングの「イノベーター理論」によれば、すで

に「初期追従」の時代に入っていることになり

ます。ZEHの考え方は普及期に突入している
ということであり、2030年には平均的に ZEH
化を進めるということにしてもいいかもしれま

せん。

今、ZEHを議論する委員会では、これまで
のものより少し高いレベルの ZEHの検討を進
めています。断熱等性能等級の6以上に基準変
更するとか、一次エネルギー消費量の削減率の

基準を30％以上にするとか、いろいろな議論が
進んでいます。

中川 もう少し野心的な目標を掲げてもいいと

いうことですか。

秋元 そういうことです。

最後に、世界の最近の動きについて簡単に紹

介します。ヨーロッパでは、建物のエネルギー

性能に関する指令である「EPBD」(Energy
Performance of Buildings Directive）の見直し
が行なわれて、EUの気候やエネルギー、土地
利用、輸送、税制の政策として2030年までに温
室効果ガスの排出量を1990年比で55％削減する
ための提案（Fit for55）が採択されています｡
公共の分野で改修を牽引して雇用を創出すると

いう理由で、毎年建物の3％を改修するとか、
ゼロエミッション・ビルディングも掲げられて

います。

国連環境計画（United Nations Environment
Programme；UNEP）では、42の国と339のグ
ル ー プ と と も に「The Global ABC」(The
Global Alliance for Buildings and Construc-
tion）というアクションを進めていて、ここで
もゼロエミッションを掲げています。2050年ま
でに存在する建物の半分は今現在まだ建設され

ていない、だから今アクションを起こさないと

いけないということで、いろいろな目標を掲げ

て動いています。

ASHRAE（米国暖房冷凍空調学会）におい
ても、｢ビルディング・ディ・カーボナイゼー

ション」を掲げて、2050年に建築環境でカーボ
ンニュートラルを実現するというアクションプ

ランを立てています。

中国もしっかり活動を進めていて、ゼロカー

ボンビルディングの定義やビジョンを示して、

それに沿って国策を進めています。韓国も同じ

ようにゼロエネルギービルディングからゼロ

カーボンのことまで考えています。

余談になりますが、吉田兼好の『徒然草』で､

日本は夏暑いので、開放的な家が良いといって

いるように、夏を旨として家をつくってきた歴

史があります。その後、冬が大事だということ

で断熱性能が上がっているわけですが、今後気

候変動が進んで、1年の約半分が夏のような事
象が続くと、熱中症対策のために夏を旨とした

住宅づくりが重要になるだろうと思っています｡

●「建築物省エネ法」について
中川 次に、国の施策、特に省エネ基準への適

合義務化を含むロードマップなどについて、前

田さんにご紹介いただければと思います。

前田 日本では、住宅・建築物のエネルギー消

費量の削減が課題になっていて、これまで省エ

ネ法や建築物省エネ法などでエネルギーの削減

を進めてきましたが、2020年に菅義偉総理が、
パリ協定等を受けて、｢2050年カーボンニュー
トラル」と、その後「2013年比で2030年46％削
減」を表明されたことで、もう一段上の取り組

みが必要になったという背景があります。

｢建築物省エネ法｣は、1979年の｢省エネ法」
から始まっています。｢省エネ法」は、1973年
と1979年のオイルショックで、とにかくエネル
ギーの削減が重要だというところからスタート

しました。2016年に建築物に特化した形で「省
エネ法」から切り出して「建築物省エネ法」が
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作られましたが、エネルギー削減という目的は

引き継がれています。そして、菅総理の宣言が

あって、エネルギー削減の中でも「CO2削減」

という文脈が大きくなってきています。

2016年の「建築物省エネ法」では、基本的に
は大規模非住宅についての省エネ基準適合義務

化で、戸建住宅等については、努力義務という

形で開始しました。その後、2019年に法律を改
正し、住宅については、建築士の説明義務を導

入しました。

その後、2022年に抜本改正を行ない、これを
3年がかりで施行していくということになりま
した。2025年4月からは、最も大きな改正事項
である「省エネ基準適合義務化」が戸建住宅も

含め課せられるということになります。今まで

と比べると範囲も広がり、規制の強度が大きく

なったと言えます。

ロードマップについては、｢2050年カーボン
ニュートラル」と「2030年46％削減」を目指し
てバックキャストで決めていくということで議

論され、決定されました。2050年では住宅のス
トック平均で ZEH水準の省エネ基準にすると
いう目標が決まっています。その途中段階の

2030年で、新築について ZEH水準の省エネ基
準を確保することが決まっています。太陽光発

電設備に関しては、2030年に新築戸建ての6割､
2050年には設置が合理的な戸建て住宅に基本的
には設置がされていることを目指すことになっ

ています。

●建築物省エネ法の4つの柱
前田 2022年に改正された建築物省エネ法の柱
は4つあります。1つは建築物の省エネ性能の
底上げで、原則すべての住宅・建築物への省エ

ネ基準の義務付けに対応します。

2つめは、より高い省エネ性能の確保です。
まず「住宅トップランナー制度」の対象を拡充

しました。｢住宅トップランナー制度」とは、

1年間に一定戸数以上の住宅を供給する事業者
に対して、目標年次と省エネ基準を超える水準

の基準（｢トップランナー基準｣）を国が定め、

新たに供給する住宅についてその基準を満たす

ことを努力義務として課す制度で、これまでの

建売住宅、注文住宅、賃貸アパートの事業者に､

分譲マンションの事業者を追加しました。次に､

省エネ性能表示制度を新しく設けました。エン

ドユーザーが省エネ性能の高い住宅を選択しや

すくなるよう、住宅や建築物を取引する際には､

原則としてその売り主や貸し主が、国の定めた

統一的なラベルで省エネ性能を表示することと

されました。

3つめは、ストックに焦点を当てた対策です｡
これまではどちらかというと新築中心の施策で

したが、ストックのほうがボリュームが大きい

ので、その対策の強化が必要です。住宅ストッ

クの省エネ性能をどう上げていくのかは難しい

課題ですが、建築物省エネ法の中では住宅金融

支援機構による省エネリフォーム融資の創設と

か、省エネを図るために必要な高さ規制の緩和

などの仕組みを導入しています。

4つめは、太陽光をはじめとする再生可能エ
ネルギーを促進するために、再エネ促進区域の
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制度を設け、地域において再エネ導入を図って

いくこととしました。

太陽光発電設備については、｢2030年戸建て
6割」という目標を実現するための更なる手段
の検討が必要と考えています｡現状､ FIT(Feed
in Tariff；固定価格買い取り制度)や FIP(Feed
in Premium）があり、補助金による支援は国
費による重複支援になるのでできません。この

ため、現在、住宅トップランナー制度の中に太

陽光発電設備の設置の目標を定めるという方向

で考えています。太陽光発電設備は現在、戸建

てで31.4％まで設置されていますが、内訳を見
ると注文住宅が多く、建て売りではビジネスモ

デル上、低コスト・低価格のものが多いため、

設置が進まないという問題があります。これを

トップランナーでどう引っ張っていけるかとい

うことが目下の課題だと思います。

さらに、先ほど秋元さんからお話があったペ

ロブスカイトは重要だと思います。太陽光発電

設備を屋根に載せる時の課題は重量で、住宅の

耐震性に影響します。そこで、2025年4月から
木造住宅の基準を見直して、太陽光発電設備を

載せた場合にはそれに応じた耐震性の確保を求

めることにしていますが、そのためのコストが

上がる可能性もあります。重量の軽い「ペロブ

スカイト」が実装化されれば、そうした課題が

解消されて進む可能性があるので、期待してい

るところです。

また、コストの問題で言えば、PPA（Power
Purchase Agreement）というような電力販売
契約の第三者が設置していくモデルをうまく使

って、住宅取得者の負担を軽くしていくという

ことも課題だと思っています。

鳥取県の事例と太陽光発電の現状

●とっとり健康省エネ住宅NE-ST
中川 地方公共団体でも ZEHに関してさまざ

まな取り組みがなされています。槇原さんには

鳥取県の先進的な事例を紹介していただければ

と思います。

槇原 ｢とっとり健康省エネ住宅 NE-ST」の取
り組みをご紹介させていただきます。

秋元さんからお話があったように、高い省エ

ネ性能は健康にも効果があるという知見が出て

きたことから、県として独自にスタートさせよ

うと始めたのが「とっとり健康省エネ住宅 NE-
ST｣ です。｢ NE-ST｣ は、｢ Next- Standard｣ の
略ですが、｢鳥の巣」という意味があることか

ら、“鳥取の家”という意味が込められています｡
また、多くの都道府県では、住宅分野と環境分

野は異なった部局に属していますが、鳥取県で

は環境分野と住宅分野が同じ「生活環境部」に

属しているため、政策が進みやすかったと思っ

ています。

住宅分野でカーボンニュートラルに資する施

策としては3つあります。1つは省エネ、もう
1つが太陽光などの創エネ、そして地域木材の
利用です。木材はカーボンを将来にわたって都

市に固定できるとともに、地域の林業の活性化

にも繋がります。

また、欧米ではすでに高い性能を義務化され

ているということもあって、鳥取県として独自

に誘導基準という形で高い省エネ性能の基準を

設けることができないだろうかということで、

実務者と検討を始めて、T-G1から T-G3の3
段階の基準を設け、性能に応じて助成していま

す。ちなみに、T-Gは Tottori-Gradeの略です｡
補助の特徴として、予算が足りなくなれば議

会で補正予算を組む、また年度をまたいでも利

用できるという制度にしています。要件さえ満

たせばすべてが補助の対象になるので､工務店か

らは勧めやすいと好評であり、工務店に広告塔

になっていただき普及を図っているところです｡

NE-STの基準策定前は、国の基準を満たし
ていれば「高断熱」というような認識でしたが､

実務者からは日本の基準は低いといった声や慶

應義塾大学の伊香賀俊治先生から ZEHは健康
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中川雅之（なかがわ・まさゆき）氏
1961年秋田県生まれ。京都大学経済学部卒。建設省（現・国
土交通省)、大阪大学社会経済研究所助教授などを経て、現
在、日本大学経済学部教授。国家戦略特別区域諮問会議議員､
日本計画行政学会会長（2024年6月まで)、日本公共政策学
会会長（2024年6月まで)。

にも効果があるというお話をいただきました。

｢健康」という側面を PRすることによって、
エンドユーザーに訴求しやすくなると考え、県

独自に基準を定める意義もあるのではないかと

いうことで、実務者の方々と検討を始めたとい

う経緯があります。

●断熱性能と機密性能
槇原 従来の断熱性能の低い住宅では、リビン

グだけ暖めて廊下やお風呂は寒いという状況で､

室内の温度差が非常に大きいことによってヒー

トショック等のリスクが生じます。そのため、

家全体を暖めるということになるわけですが、

断熱性能が低いと相当な冷暖房費がかかってし

まうので、経済的に家全体を暖められる性能と

して、NE-ST基準を設定しました。
この基準の中で、一番下のグレード T-G1で
は、国の省エネ基準から30数万円程度のコスト
アップになります。しかし、家全体を冷暖房し

た場合の空調コストは約30%削減できるので、
冷暖房費の削減によって初期コストを回収でき

ることになります。回収年数はグレードによっ

て異なりますが、T-G1で5年、鳥取県が推奨
する T-G2では15年で回収できるという試算に
なっています。

鳥取県独自の基準として、気密性能も設けて

います。断熱を強化しても隙間が多いと足元が

寒くなってしまいます。従来の住宅建設では、

床下の冷気が内部の間仕切を通り、コンセント

の穴などから室内に入ってきます。また、24時
間換気システムが義務化されていますが、気密

性能を高めることによって換気効率が上がりま

す。コロナ禍に始まった制度で、フレッシュな

空気を常に維持するという面でも気密を確保す

ることは住む人の健康を確保できるということ

で指標として設けています。

初年度（2020年度）の取り組みでは新築木造
戸建住宅のうち NE-STは約14％でした。2021
年度には2割になり、秋元さんのお話にあった
｢イノベーター理論」の「16％の壁」を超えて､

2022年からは地方の金融機関ならびに住宅金融
支援機構で金利優遇も設定をしていただくよう

になりました。

また、NE-STは、太陽光パネルを設置する
と上乗せの補助がある制度で、NE-STの6割
の住宅に太陽光パネルが設置されています｡NE
-STは断熱性能と省エネ性能が高い住宅なので､
太陽光パネルのボリュームを少し小さくできる

メリットもあり、太陽光と相性がいいので、8
割から10割といったところまで伸ばしていけれ
ばと考えています。

最終的には、2030年に新築で100％を目指し
ており、バックキャスト的に目標設定すると

2024年度は53％になります。イノベーター理論
では「レイトマジョリティ」に訴求できるかど

うかがポイントになります。そこで、住んでい

る方に、健康や快適に暮らせているというメッ

セージをいただき、県民の皆さんにさらにお伝

えしていきたいと考えています。

改修住宅では、reform NE-STとして｢Re NE
-ST」と呼ぶ制度を、既存住宅に2年遅れて立
ち上げました。都市部と比べると鳥取県には大
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きな家が多くあり、家全体を断熱改修すると高

額になってしまいます。そこで生活空間だけを

限定的に改修する「ゾーン改修」が人気を集め

ています。2024年度は前年同期比で約2倍の申
請をいただいますので、改修については「ゾー

ン改修」が柱として進んでいくように思ってい

ます。

また、賃貸住宅でも NE-STが導入されてい
ます。賃貸住宅で暖かい生活をすれば、いずれ

新築を建てる際に NE-STが選択されやすくな
ると思います。また、県営住宅では NE-STを
基本とすることにしていますが、町営住宅にお

いても NE-STを採用していただき、第1号が
完成しています。低所得者向けの住宅では、光

熱費の負担が下がることには大きなメリットが

あるので、公営住宅から率先的に進めていくこ

とも重要だと考えています。

●鳥取県は温室効果ガス60％削減を目標
槇原 最後に不動産評価の関係です。NE-ST
が普及してくれば、いずれ中古市場に流通する

ことになります。現在の不動産市場では、築年

数や面積をもとに査定されているので､ NE-ST
の高い性能が不動産市場でも評価できる仕組み

を作ろうということで、県内の不動産団体に協

力していただき､｢とっとり住宅評価システム」

(T-HAS）を策定し、2024年度から運用を開始
しました。NE-STだけではなく、戸建て住宅
すべてを対象にして、新築時の高い性能確保の

ための投資やリフォーム投資を適正に評価して

いこうというものです。

さらに今後、不動産担保評価にも広げていけ

ればと考えています。例えばリバースモゲージ

など、返済能力ではなく担保評価に応じて融資

額が決まる金融商品での活用が考えられます。

Re NE-STは高齢の世帯での採用が多くなって
いますが、改修資金の確保が課題になっていま

す。そこで、リバースモゲージなどと T-HAS
の評価を組み合わせることによって、ローンも

組みやすくなります。新築（NE-ST) も引き続

き進めながら、Re NE-STも拡充し、さらに T-
HASの活用も広げていきたいと思っています｡
もう一つご紹介したいことがあります。それ

は、国では2030年温室効果ガス46％削減という
目標ですが、鳥取県としては60％削減を目標に
しているということです。NE-STと Re NE-ST
事業を柱にして、これを進めていこうと考えて

います。

中川 そもそも省エネや再エネは、グローバル

な外部性への取り組みで、単位が小さくなれば

なるほどインセンティブが出てこないように思

います。地球全体として CO2を削減するという

目標に、国が国際協調の中で定められたルール

にしたがって省エネ・再エネを推進するという

のはよくわかりますが、グローバルな外部性の

目標に対して、鳥取県が独自に先進的な取り組

みをされることの動機付けは、そもそも何なの

でしょうか。

槇原 実際にこの制度を作って、県民の方から

1つだけ苦情がありました。｢建てる前に知り
たかった、知っていたら、これを建てた」とい

うものです。住宅建築物はロックイン効果があ

り、一度建ててしまうとなかなかリフォームが

できません。そこで、省エネという目標は横に

置いておいても、新築から断熱・気密のメリッ

トを理解していただきたいということです。

中川 県民のウェルビーイングを高めるという

意味で取り組む動機付けは十分にあるというこ

とですね。

槇原 そうです。また、個人の医療費の負担軽

減は社会保障費の削減に直結し、国や自治体の

負担も減ります。

再エネの導入目標と課題

●日本と世界の太陽光発電の現状
中川 増川さんには、住宅への再エネ導入に関

する官民の動きを総括的に評価していただきた
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前田亮（まえた・りょう）氏
1971年鳥取県生まれ。京都大学工学部卒。建設省（現・国土
交通省）入省。国土交通省住宅局住宅生産課木造住宅振興室
長、同住宅総合整備課住環境整備室長などを経て、現在、国
土交通省住宅局参事官建築企画担当。

いと思います。

増川 日本の導入目標、国内の導入状況、そし

て世界でどうなっているかという3つの点から
お話をしたいと思います。

まず、国内の太陽光導入目標ですが、2030年
に CO2を46％～50％の削減に向けて再エネを導
入していくということになっていますが、｢第

6次エネルギー基本計画」では、太陽光は2030
年度の目標として、103.5～117.6ギガワット、
電源構成で言うと14～16％になります。
2020年の累計導入量は61ギガワットだったの
で、2030年の目標を達成するためには、2021年
度以降、年間5～6ギガワット程度のペースで
導入していく必要があります。1ギガワットは
100万キロワットですから、容量でいうと大型
原子力発電所5～6基分ということになり、簡
単には達成できない目標です。

FIT・FIPによる導入を見ると、2014年度の
9.4ギガワットをピークに減っていますが､2016
年度以降は5～6ギガワットが続き、2023年度
は3.1ギガワットと減少傾向にあります。
今後については、FIT・FIPの新規認定量が

事業用の場合、2023年度は0.4ギガワット、住
宅と合わせても1.5ギガワット程度なので、
FIT・FIPによらないものを増やさないと激減
してしまう状況にあります。そこで、住宅の状

況を累計導入件数で見ると、2023年度末で336
万件ほど導入されていますが、全住宅ストック

の13％で、｢16％の壁」は超えてはいません。
件数でみても、2023年度は約19万7000件で、

今後増えていくとは思いますが、太陽光発電の

搭載率が新築住宅の6割に達するにはいろいろ
頑張らなければなりません。その意味でも、東

京都や川崎市のような義務的な導入の取り組み

が全国に広がることを期待したいと思います。

一方、世界の新規導入量は2023年に407～446
ギガワットと膨大で、原発400基を超える規模
の太陽光発電が1年で設置されたということに
なります。2016年時点では、日本の太陽光発電
の新規導入は世界の約1割だったのが、現在で

は1.1％台になってしまい、世界では上昇傾向
がさらに加速している状況です。

ちなみに、世界の新規導入量の半分以上は中

国です。中国は CO2を大量に排出してはいるも

のの、2030年以降は、事業活動における単位生
産量・消費量等当たりの CO2排出量である排出

係数は日本と並ぶか、あるいは日本よりも低く

なる可能性もあります。

また、ドイツでは、2023年に日本の4～5倍
の14ギガワットが導入されています。特に住宅
はその半分の7ギガワットと日本の7倍になっ
ています。ドイツの人口は日本の約6割ですか
ら、驚くべき数字です。

●住宅用太陽光発電のメリット
増川 次に、住宅用太陽光発電の経済性につい

てです。あくまでもシミュレーションで、前提

条件次第で大きく変わりますが、設置しない家

庭と設置した家庭の20年間のエネルギーコスト
を比較すると､設置しない家庭の電気代は約320
万円であるのに対して、設置した家庭の電気代

は約140万円です。太陽光パネルの初期費用112
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万円、点検費用20万円弱などを加えても305万
円ということで、20年間で見るとエネルギーコ
ストとしてある程度節約できると思います。

このくらいの差では大きな経済性メリットは

ないように思われますが、これにカーボンプラ

イスを加えて試算すると様子が変わります。

CO2としては20年間で36～37トン削減でき、
カーボンプライスを仮にトン当たり1万円とす
ると37万円の価値が生まれます。したがって、
エネルギーコストの差15万円に37万円を加えた
約50万円の利益が出る計算になるからです。い
ま日本の国内ではカーボンプライスが未整備で

すが、例えば、カーボンプライスが電気代に上

乗せされることになれば、320万円が360万円に
上がることになるので、相対的にはメリットも

生まれると考えられます。

カーボンプライスについては、EUではトン
当たり約1万円です。IEA（国際エネルギー機
関）が公表している ｢World Energy Outlook」
(2024年度版）に掲載されている APS（｢発表
誓約｣）シナリオでは、2030年にトン当たり2
万円、2050年に3万円になっているので、1万
円より高くなる可能性は十分ありえます。カー

ボン価格は日本が目標を達成するために必要な

要素なので、カーボンプライスが電気料金に反

映されるようになれば、自治体が補助金を出さ

なくても太陽光発電の普及が進む可能性はある

のではないかと思っています。

太陽光発電には経済性以外のメリットもあり

ます。例えば、非常用電源です。災害で系統電

力が止まっても、昼間の時間帯であれば、蓄電

池なしで電源を確保できます。冷蔵庫等の電源

を確保し、スマホなど簡単な機器を使うことが

できるということです。また、ヒートポンプ給

湯器や電気自動車などの電化の推進との組み合

せることで、特に地方ではエネルギーコストや

CO2排出量を大きく削減できます。

さらに、初期投資はもっとかかりますが、蓄

電池を組み合わせれば、使用電源としても夜で

も使えることになります。そのほか、環境負荷

を軽減するとか、エネルギー自給率向上につな

がるというメリットも考えられます。

●欧州の事情と中国の事情
中川 一つ質問があります。日本の太陽光発電

導入のプレゼンスが低下する一方で、中国と

EUのプレゼンスが拡大しているということに
ついてです。規制当局の考え方と国民の受け入

れ方が重要だと思いますが、何が違うのでしょ

うか。

例えば、日本政府と比べると中国政府のほう

が国民に対して強いことが言えるということな

のか、つまり説得のコストが日本のほうが高い

のではないかということです。一方、EUは、
再エネ技術についての国際的な覇権を見据えて

いるようにも思います。

増川 EUについては従来から CO2削減に積極

的だったことに加え、ウクライナ戦争でロシア

からの天然ガスがほぼ入らなくなり、エネル

ギーコストが高騰しているという事情がありま

す。欧州委員会も導入目標を2段階上げて、建
物に関しては、新築はもちろん、既築も義務化

するというように、EU指令で厳しい規制をか
けています。例えば、ドイツでは電気料金が高

く、住宅に太陽光発電を入れるとメリットも大

きいので、必ずしも義務化しなくても導入して

いるようです。

中川 社会的な認識として浸透しているという

ことですね。

増川 ドイツの太陽光発電協会の人と意見交換

をする機会があるのですが、4～5年前は
｢Why」(なぜ）太陽光をやるのかというのが
一般的な常識だったのが、今は「Why not」
(なぜでやらないのか）というように、意識が

変わっているということです。

中国の場合ですが、太陽電池パネルの生産能

力は1テラワットで、実際の需要の2倍以上な
ので、それを世界的に輸出しながら国内でも使

わなければならないという事情もあるようです｡

また、住宅用よりも地上設置が圧倒的に多く、
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国が FITにインセンティブを付けているので､
急速に普及しているということです。

規制もインセンティブも

●日本のZEH水準と欧米のZEH
中川 次に、いくつかの論点について議論して

いただきたいと思います。まず、建築に関する

規制についてですが、EUの省エネ基準に比べ
て、日本の基準のほうがやや緩めのようです。

秋元 過去には欧米諸国と比較して、断熱性能

の基準が少し見劣りするというようなことをい

われていましたが、現在はほぼ同レベルになっ

てきています。

槇原 以前は高い性能が選択できなかったとい

う環境にありましたが、現在では、断熱等級6
～7まで創設され、施主も選択できるようにな
り、地方自治体としても取り組みやすくなった

ように思います。

例えば、住宅の断熱性能を示す UA値（外
皮平均熱貫流率）でいうと、鳥取県の T-G1の
0.48は2025年度に北海道で義務化される国の基
準とほぼ同じです。T-G2の0.34は、北海道が
推進している誘導基準とほぼ同レベルです。北

海道の場合、国の省エネ基準で建っている住宅

が大半で断熱性能の高い住宅が普及しているの

で快適に住むことができていると思います。

増川 太陽光発電の目標に関しては、日本の

2030年目標は決して低くはなく､｢野心的目標」
とも言われていて、それをどう達成するかが大

きな課題となっています。ただ、いろいろな技

術革新もあり、世の中の環境も変わってきてい

ます。例えば、先ほども紹介したペロブスカイ

トというフィルム型の太陽光パネルも出ていま

す。従来型の太陽光パネルでも12年前は変換効
率12％だったものが20～23％まで上がっていま
す。それは、半分の面積で同じ発電量を確保で

きるということで、より少ない材料で、軽量化

できるということです。さらに、コストも下が

っていき、カーボンプライスの動向やエネル

ギーコストの上昇などを考えると、もう一段高

い目標を考えてもいいように思います。

中川 グローバルな水準とはほぼ同じで、将来

的にはさらに目標値を上げたほうがいいという

ことですね。

前田 ZEH水準では見劣りはしないと思いま
すが、現行の省エネ基準では欧米に少し見劣り

がすると思います。そういう意味では、新築の

省エネ基準を ZEH水準に上げていくという今
のロードマップに従って施策を実施していくこ

とが重要だと思います。

考慮すべきこととして、槇原さんが指摘され

たように、一度建ててしまうとなかなか変えら

れないという「ロックイン効果」があります。

施策として義務でやっていくべきことと、もう

少し誘導的なことを上手に使い分けながら、何

が標準か、あるいはそれをどこまで規制するか

というところも含めて考えていく必要があると

思います。
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●「規制」の受益と負担を考える
中川 やや暴論かもしれませんが、規制を導入

すると、住宅を新築する人にコストがかかるこ

とになります。一方で、住宅を省エネ化・再エ

ネ化することによって発生する便益は、CO2削

減による気候変動という大きな便益で、新築住

宅に住む人だけではなく、既存住宅に住む人や

将来世代もメリットを受けることになります。

そう考えると、規制で新築住宅を建てる人に

対してだけコストを負わせるということが、公

平性の観点から十分なのかどうかという論点が

浮かび上がってきます。例えば、国債発行によ

る財源を使って世代間で長期的に負担を分配す

ることができるので、省エネあるいは再エネ住

宅の普及のために税財源の投入を考えてもいい

のではないか。負担と受益の関係を考えた場合

に、そのほうが公平ではないかということです｡

秋元 現在、国や地方自治体などのさまざまな

補助事業があって、一般消費者にとってとても

良い状態ではあると思います。住宅ローン減税

とか借り入れ限度額の引き上げ、住宅取得等資

金にかかる贈与税の非課税措置、固定資産税の

減額措置、ローン金利の優遇など、手厚い支援

は現状も一応はあるということです。したがっ

て、国債を使って長期的に負担を平準化すると

いうことには慎重になる必要があると思います｡

年金と同じように、将来を引き継ぐ人たちにと

って本当に良いことなのかどうかということを

しっかり説明する必要があるからです。

現在、新築で高性能の住宅を造るためにかか

る費用は投資回収できる計算にはなっています

が、もっと価格がこなれていく必要があり、そ

の過渡期にあると思います。また、消費者の目

が肥えてくると、省エネ・省 CO2性能の劣る住

宅は選ばれなくなってくるので、長い目で見れ

ば性能の悪い住宅や施工者は淘汰されていくで

あろうことも期待されます。

槇原 規制を上げていくのは大変なことですが､

基本的にオーナーにはメリットがあるので、一

時的な負担だけではなくて将来にわたっての

トータルコストで見ると大きな負担にはならな

いことを伝えていく必要はあると思います。

そこで、地方としてはいかに規制の基準より

も高い性能に誘導できるかがポイントです。高

い性能で新築することのメリットをわかりやす

く伝えていき、省エネや太陽光は当たり前のこ

とというようなマインドを変えていくことに、

地方がどれだけ取り組めるかというところが鍵

だと思っています。

中川 人間は目の前の利益は認識できるけれど

20年先や30年先の利益は大きく割り引いて考え
るという傾向があります。そこで、将来的な生

活のビジョンのようなものを提示して、ウェル

ビーイングを強調したり、長期的なメリットを

強調したりする。税財源を使ったインセンティ

ブは重要ではあるけれども、ビジョンの示し方

とか長期的な資金提供のスムーズさみたいなも

のを保障したほうが現実的ではないかというこ

とですね。

●規制はデフォルト設定のようなもの
秋元 オーナーメリットということでは、省エ

ネ・ラベリング制度がスタートしていて、省エ

ネ性能の高い住宅がラベリング表示されている

と、借り手から選ばれやすいし、賃料を上げや

すいということも聞いているので、そこをア

ピールするという手もあります。

増川 初期投資は要るけれども、長期的に見る

と経済合理的になるということを考えると、仮

に義務化しても、結果的にはそれが経済的な負

担になることはないということは確かだと思い

ます。

太陽光パネルの場合、新築のほうが安いコス

トでできます。既築では足場を組まなくてはな

らなくなるので、何割かは高くなります。そこ

で、新築時の選択肢として太陽光パネルを設置

することによるメリットをいろいろ提示する。

電気自動車を買えばガソリン代はかからないと

か、蓄電池も入れられるかもしれないとか、高

断熱にすれば夏の冷房の電気代も気にする必要
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もないとか、停電しても使えるとかです。10年
から20年というスパンで考えてもらうきっかけ
として、一つの制度的な仕組みをつくるという

ように理解すればいいのではないかと思います｡

中川 デフォルトの設定のようなことですね。

増川 そうです。義務化あるいは規制は、20年
先までを考えるきっかけと選択肢を提供すると

いうことだと理解しています。

ただ、カーボンプライスについては国がもっ

と進めるべきだと思います。

前田 外部不経済を「価格付け」するカーボン

プライシングが根本的な解決策だと思いますが､

それがまだできない状態の中では、コスト・ベ

ネフィットや健康への影響などの「見える化」

が重要だと思っています。

また、ZEHが広がっていくと建材や設備の
コストが低減して、標準化していくということ

になります。それに至るまでの支援策とか、そ

ういう道筋が見えるような形で示していくこと

も重要かなと思います。

地方の取り組みと国の政策

●横連携と縦連携が必要
中川 次に、｢2050年カーボンニュートラル」
｢2030年温室効果ガス46％削減」という目標と､
政府だけではなく地方自治体や民間も含めた日

本全体の取り組み状況が整合的なのかどうかに

ついて、ご意見をおうかがいしたいと思います｡

秋元 実際には、国際紛争等において温暖化ガ

スを大量に排出しているわけですが、住宅建築

物を利用することによる CO2排出量も相当な割

合を占めているので、できることはしっかりや

っていかないと気候変動問題に対処できないと

思います。また、地球規模をさらに細かく考え

て、住宅とその群としての街区で何ができるか

とか、都市レベルで何をすべきなのかという視

点も重要だと思います。

中川 鳥取県のような地域のトップランナーの

地方公共団体の取り組みについて、国全体とし

てどう支援すればいいのでしょうか。

秋元 人材や資金不足などで鳥取県のような取

り組みができない小規模な地方公共団体もあり

ます。それを克服するためには、地方公共団体

同士の横連携や、国などから人材やアイデアを

融通していくという縦連携も重要になります。

また、地域の金融機関等をバックアップすると

いうように地域全体を巻き込んでいくことが重

要と思います。

さらに、都市の規模に応じて地域のエネル

ギーデザインも重要だと思います。再エネは不

安定という側面もあり､建物の密集度､ソーラー

シェアリングや農業との関係なども含めて戦略

を考えていく必要があると思います。

槇原 鳥取県は、大きな工業地域があるわけで

はなく、高層のビル街があるわけでもありませ

ん。戸建て住宅が多く、農業など一次産業が多

い地域です｡そのため､家庭部門でのエネルギー

消費の占める割合が多いことから戸建て住宅で

省エネに取り組むことの効果が高いわけです。
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地域の特性を生かして取り組めるのが地方の良

さだと思います。

住宅事業者は200社程度で､ その約8割が NE
-STの事業者として登録されています。高性能
な住宅を普及において脱炭素という行政の目的

に対して、施主が選ぶ動機はまったく別のとこ

ろにあるので、高性能住宅を選ばれやすくする

ための施策は行政だけで考えるのではなく、登

録制度を使って事業者にアンケートを行ない、

希望する施策等について意見をいただき、行政

がそれを実行していくという双方向の関係を構

築して進めています。

また、これまでは、工務店がお客さんに一所

懸命断熱の必要性等を説明しても、｢あなたが

言っているだけですよね」というような反応だ

ったものが、鳥取県の基準ということで非常に

説明がしやすくなったといわれます。事業者と

行政が連携しながら、エンドユーザーに訴求し

やすい形の PRや制度を引き続き検討する必要
かあると思っています。

●地方こそ再エネの適地
増川 太陽光パネルは輸入しているかもしれま

せんが、太陽光エネルギーは海外に依存するも

のではなく、その地域に降り注いでいるもので

す。しかも地方のほうが住宅も大きい。日本は

国土が狭いといわれますが、地方に行けばいく

らでも土地はあります。そう考えると、地方こ

そ再エネの適地であり、再エネをうまく活用す

ればいいと思います。住宅であれば、電気や灯

油・ガソリンを外から買うのではなく、自分で

つくって賄う。余った電気は東京などの大都市

圏に売ればいい。

つまり、再エネは地方創生に使うべきものだ

ということです。東京都は地方との連携で電気

を送ってもらうということが必要になります。

地方を豊かにするのにぜひ太陽光を使ってほし

い。

また､400ギガワットの相当部分は営農型ソー
ラーシェアリングを想定しています。今後は、

山を削ってメガソーラーにするということはほ

とんどないからです。

前田 省 CO2とかエネルギー問題は、地球規模

や国レベルの話というのが一般的な考え方だと

思いますが、地域として捉えて、地域の問題に

昇華した鳥取県の取り組みは、おおいに評価す

べきことだと思います。

槇原さんの話をうかがってわかったことは、

もともと個別の事業者が取り組んでいたことを

うまくすくい上げて、鳥取県として制度を作り､

それが事業者にとってもプラスに働いていると

いうことです。一方、政策パッケージで制度を

作るのは莫大な労力がかかります。同じような

ことをすべての自治体ができるかと言えば、た

ぶん無理だと思います。

国としては、自治体の取り組みを制度として

まとめていくという役割分担になると思います

が、国の政策はどうしても最大公約数的になっ

て、かゆいところに手が届かないというような

こともあるように思います。

中川 先ほども言いましたが、私は、負担と便

益という意味で、規制についても税財源の投入

についても、もっと国の強い介入が必要だと思

っていました。ところが、この座談会を通じて､

より良い未来とか、より良いウェルビーイング

に対してどれだけ長期的な視点から説明できる

かということにかかっており、政策マーケティ

ングの世界は行動経済学のデフォルトの設定の

ようなことが大きな力を発揮する分野だという

ことがよくわかりました。そして、地域の取り

組みをどう後押しして横展開していくのかが、

決定的に重要だということも理解しました。

その一方で、カーボンプライシングについて

は国として基本的なルールを決めなければなら

ないし、決めることによってまったく異なる進

み方をするように思います。

今日の議論は大変勉強になりました。ありが

とうございました。 （2024年11月5日収録）
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労働者が労働時間と余暇時間を
配分するために、どこに居住する
かは、都市経済学において重要な
テーマであり、数多くの論文があ
る。相対的に低所得の世帯が都市
中心部に居住し、高所得世帯が郊
外に居住する都市もあれば、高所
得者が中心部に居住する都市もあ
る。しかしながら、高齢者が増え､
労働参加率の低下している日本で
は、さまざまな所得階層の世帯が
混在する傾向にある。
田淵論文「後方屈折する労働供
給と住宅立地」は、このような日
本の都市での世帯の居住状況を説
明する理論モデルを構築し、実証
を試みた論文である。
田淵論文では、労働供給と賃金
の関係を、労働者は賃金率が上昇
すると労働時間を増加させるが、
その後減少する後方屈折型労働供
給曲線を仮定している。次に、単
一中心都市の空間を導入し、賃金
率の変化が、労働者の都市内部に
おける立地と労働供給に与える影
響を見ている。都市における中心
業務地区（Central Business Dis-
trict: CBD）から、郊外にむけて
通勤鉄道が放射状に延びている単
一中心都市が仮定されている。東
京大都市圏に関しては、東京駅か
ら半径50㎞以内では、この仮定が
妥当することが確認されている。
このような都市圏に居住する住民
は、労働者として CBDに通勤費
用を負担して通勤し、家賃を払う｡
付け値地代は、CBDからの距離
に応じて低下する。
このような仮定のもとで、都市
に居住する労働者の賃金と賃金の
閾値 w を導いている。都市での
全員の労働者の賃金が閾値よりも

低い場合には、所得の高い家計ほ
ど郊外に住み、都市での労働者の
賃金が閾値よりも高い場合には、
所得の低い家計が郊外に住む。一
部の労働者の賃金が閾値より高い
場合や、閾値よりも低い場合が混
在する都市では、CBDに低所得
層と高所得層が混在して立地する
ことになる。これが日本の大都市
で見られる現象であると説明して
いる。
理論モデルにより明らかにした
命題を、所得階層別の都市圏内の
住み分けを「住宅・土地統計調
査」の1973‒2003年の3大都市圏
のデータにより検証している。そ
の結果、東京大都市圏と名古屋大
都市圏では、低所得層、高所得層
が CBD近くに立地し、中間層が
郊外に立地する傾向が確認されて
いる。
ここでの分析を拡張し、一つの
所得階層内に複数の年齢階層がい
る場合、在宅勤務など勤務形態の
選択肢が増えた場合の分析の際に
も、示唆に富む研究である。

◉
空き家は、直接的に土地や建物
の有効利用を妨げ、負の外部性を
もち周辺の物件にも影響を与える｡
空き家率は、労働市場の失業率に
も対応し、住宅市場の状態を示す
重要な指標である。この空き家率
を新たな手法により予測するモデ
ルを構築しているのが、武藤・菅
澤・鈴木論文「地球統計パネルモ
デルを用いた都道府県別空き家率
の将来予測」である。
武藤・菅澤・鈴木論文では、空
き家の発生の多くが相続に関して
生じることに着目し、空き家率を
人口統計に関する変数で説明し予

測を試みている。さらに、地球統
計モデルを用いることにより、変
数だけではとらえきれない、都道
府県の近接性に関する地域特性を
コントロールしている。このよう
な分析により、高齢化が急速に進
む日本における相続をきっかけと
した空き家率の予測を可能にして
いる。
武藤・菅澤・鈴木論文において､
予測での利用を提唱されているモ
デルは､ 動的空間効果モデル(Dy-
namic Spatiotemporal Effectsmodel:
DSE)で、観察できない空間効果
を誤差項にもち、これが時間方向
では自己相関をし、隣接地域と空
間的な相関を持つものである。推
定には、尤度関数が複雑になるた
め、事前分布を導入した事後分布
をギブス・サンプラー（Gibbs
sampler）により、推定パラメー
タの分布を求める、ベイズ推定の
方法が採用されている。実験デー
タにより、モデルの有効性も検証
している。
その結果によれば、時空間効果
を持つモデルの推定には、通常の
パネルデータ・モデルや空間自己
相関を考慮したモデルよりも、将
来予測に優れていたことが示され
た。
このモデルを用いて、｢住宅・
土地統計調査」で調査されている
1988年から2018年までの7期間の
47都道府県の、空き家として問題
となる「その他空き家」を予測し
ている。2018年の空き家率を予測
し、他のモデルより高い予測率が
示された。類似のモデルの他への
応用例についても言及されており､
関心のある読者には有益な文献と
なると考える。 （K・S）
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田渕隆俊

後方屈折する労働供給と住宅立地

1 序論

厚生労働省は､仕事に費やす時間(労働時間）

と家族と過ごす時間や趣味などの活動に費やす

時間（余暇時間）とのバランス、いわゆるワー

クライフバランスを推進しています。しかしな

がら、日本の労働時間は OECD諸国と比べる
と長く、男性はアメリカ人よりも週に10時間多
く働き、女性は7時間多く働いています
(Kuroda2010)。
本稿では、労働者が都市内のどこに居住し、

どのように労働時間と余暇時間を配分するかを

同時に決定するモデルを提示して、理論および

実証分析を行ないます。具体的には、労働経済

学のスタンダードな労働供給モデルと都市経済

学のスタンダードな住宅立地モデルを組み合わ

せることによって、財の消費と住宅面積のト

レードオフと、労働時間・通勤時間・余暇時間

のトレードオフを明らかにします。

都市労働者は、賃金（時給）の上昇とともに､

より広い住宅に居住し、より多くの財・サービ

スを消費するでしょう。広い住宅に住むには、

郊外に居住する必要がありますが、通勤時間が

増えるので、労働時間の減少を余儀なくされる

でしょう。よって、時間当たりの賃金が上がっ

ても、労働時間が減るので、受け取る賃金総額

は増えない可能性があります。

異なる所得階層の住み分けについては、例え

ばアメリカでは、都心近くに低所得層、郊外に

行くにしたがって高所得層が立地する傾向があ

りますが(Rosenthal and Ross2015)、デンマー
クでは都心に高所得層が集まる傾向にあります

(Gutiérrez-i-Puigarnau et al.2016)。日本の大都
市の中心部では、異なる所得層が混在して立地

しているようですが、本稿で詳しく分析します｡

まず第2節では、労働供給と賃金率の関係に
ついて簡単に説明します。数多くの実証研究が

あって、労働供給と賃金率が正の関係になって

いる労働市場もあれば、負になっている労働市

場もあります（Alesina et al.2005)。第3節で
は、Fujita（1989）や Tabuchi（2019）を基に
して、単一中心都市の都市経済モデルに余暇時

間を組み込み、理論分析を行ないます。第4節
では、日本の労働供給と世帯収入に関するデー

タや三大都市圏の所得階層別世帯の空間分布に

関するデータを用いて、実証分析を行ないます｡

結論は第5節で要約します。

2 労働供給と賃金の関係

労働経済学の教科書では、賃金率が上昇する

と労働時間は最初に増加し、その後減少するこ

とが広く知られています｡ このことは､ Spiegel
and Templeman（2004）による以下の二次の
効用関数を用いて容易に示すことができます。

代表的な労働者は､ 余暇時間 tとニュメレー

ル財 z に関して、効用関数

U(t,z)=az−
b
2 z+t,  　  a,b>0

を最大化します。wを賃金率（時給)、tを労

働時間とすると、所得制約条件は、wt=z と
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なります。Tを1日24時間とすると、時間制約
条件は、T=t+tとなります。

この最大化問題を解くと、労働者の労働供給

時間

t=
aw−1
bw

がただちに得られます。この式から、賃金率が

2/aより低いときは、賃金が上がると労働時間

が増えますが、賃金率が 2/aより高くなると労

働時間が減ることがわかります。賃金が低い労

働者は余暇時間 tとニュメレール財 zとの代

替効果が強く、余暇時間は劣等財になりますが､

賃金が高い労働者はそれらの代替効果が強く余

暇時間は通常財となります。すなわち、労働供

給時間 tと賃金率wが逆 U字型の関係になっ
ていて、賃金率を縦軸に労働供給時間を横軸に

とると、いわゆる後方屈折した（backward-
bending）労働供給曲線になるのです。

3 都市における労働供給

次に、単一中心都市の空間を導入し、賃金率

の変化が都市内立地と労働供給に与える影響を

見ましょう。都市内において労働者の居住場所

が変化すると、通勤時間も変化することになり

ます。その結果、賃金率の上昇は、余暇と労働

の時間配分だけでなく、住宅やニュメレール財

の消費にも影響を与えることになります。賃金

率が上がると、労働者は住宅とニュメレール財

両方の消費を増やそうとします。しかし、広い

住宅面積を確保するためには、労働者は郊外に

居住することになるので、通勤時間が増加し、

余暇時間が減少します。

ここでは、第2節のモデルを拡張して、複数
の所得階層が都市に共存し、居住空間を巡って

立地競争する状況を想定します。各階層の労働

者数は一定とします。混乱が生じない限り、所

得階層の添え字は省略します。伝統的な都市経

済モデル（Alonso1964）に基づき、都市の中
心 x=0に中心業務地区（CBD）があって、そ
こから郊外に向けて k 本の通勤鉄道が放射状

に伸びている単一中心都市を仮定します1)。居

住可能区域は各鉄道駅から徒歩30分圏内である
とします｡すると､居住可能区域の供給は､CBD
からの距離 xにかかわらず一定であり、都市

空間は線形で近似することができます2)。

代表的な都市住民は、労働者として CBDに
通勤し、賃金率wで t時間だけ働きます。そ

して、余暇時間 t、ニュメレール財 z、住宅面

積 s、および CBDからの距離 xに関して効用

関数

maxU(t,z,s)

を最大化します。ここで、ニュメレール財は住

宅を除くすべての財です。Fujita（1989）に従
い、各住民の総時間Tは一定であり、以下の

ように余暇時間 t、労働時間 tおよび通勤時

間 t(x)に配分されます。

T=t+t+t(x) ⑴

加えて、各住民は以下の所得制約に直面してい

ます。

tw=z+rs+τ (x) ⑵

ここで、rは付け値家賃（bid rent)、τ (x)は通

勤距離 xの金銭的な通勤費用です。つまり、

各住民は金銭的な通勤費用 τ (x)だけでなく、

時間の機会費用である通勤費用 t(x)も負担す

ることになります。いずれの費用も CBDから
の距離 xに応じて増加すると仮定します。

制約条件⑴と⑵を効用関数に代入し最大化す

ると、1階の条件
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∂u
∂ t

−
∂u
∂z w=0

∂u
∂s −

∂u
∂z r=0

∂u
∂s s+

∂u
∂ t

t
−
∂u
∂z t

w+t(x)w+rs+rs

+τ(x)=0

が得られます。ここで、プライム（'）は通勤

距離 xに関する微分です。これらを解くこと

で、付け値地代の傾き

r=−
t(x)w+τ(x)

s

を導くことができます。通勤にかかる時間およ

び金銭的費用は距離の増加関数なので、付け値

地代の傾き rは常に負となることがわかりま

す。したがって、付け値地代は CBDからの距
離 xに応じて単調減少することがわかります｡

付け値地代の傾きを賃金率に関して微分する

と、

∂r

∂w =
−r

w ε−
wt(x)

wt(x)+τ(x)  ⑶

となります。ここで、ε は住宅面積の賃金弾力

性です。住宅面積の需要 sは賃金wとともに

増加するため、括弧内第1項の弾力性 ε は正
です。第2項も正であるため、⑶式の符号は正
にも負にもなる可能性があります。

図1は異なる所得層A,B,C の付け値地代曲

線を描いています。⑶式が正の場合には、境界

x=xにおいて、低所得層の付け値地代のほう

が急な勾配になるため、低所得層は CBDに近
い側に立地することになります。逆に、⑶式が

負の場合には、高所得層が CBDに近い場所に
立地することになります。

もし住宅面積の賃金弾力性 ε が賃金率wに

関して一定であれば、⑶式は

∂r

∂w ⋛0  ⇔  w⋚w≡
ετ(x)

1−ε t(x) ⑷

に書き換えることができます3)。それゆえ、

1．すべての階層の賃金が低く、w<wのとき

は、所得の高い家計ほど CBDから離れて

立地します。

2．すべての階層の賃金が高く、w>wのとき

は、所得の低い家計ほど CBDから離れて
立地します。

例えばデトロイトでは、CBDからの距離と
ともに、より高い所得層が立地しているので、

ケース1だと考えられます。よって、住民全員
の所得が閾値wよりも低いと推測できます。

一方パリでは、CBDからの距離とともに、よ
り低い所得層が立地しているので、ケース2だ
と考えられ、住民全員の所得がwよりも高い

と推測できます。

それでは、一部の住民の所得がwよりも低

く、その他の住民の所得がwよりも高い場合

はどうなるでしょうか。低所得層はケース1に
従い、高所得層はケース2に従い、中所得層は
閾値wに近い所得の郊外に住むことになるで

しょう。その結果、CBDの近くでは、最も高
い所得層と最も低い所得層が共立地することに

なります。これは日本の大都市でしばしば見ら

れる現象であり、第4節の実証分析で示します｡

3.1 効用関数の特定
モデルを解析的に解くために、第2節の効用
関数に倣って、以下のように特定化します。

u(t,z,s)=az−
b

2 z+as−
b

2 s+t,

a,b,a,b>0
⑸

制約条件⑴と⑵から tと tを求めて、効用関

数⑸に代入し、zと sに関して最大化すると、

最適な消費量

z=
aw−1

bw
,         s=

aw−r
bw

⑹

が得られます。ニュメレール財 zと住宅面積

sは賃金率wとともに増加するので、通常財

であることがわかります。また、最適な時間配

分も以下のように明示的に求められます。

t
=

bb T−t(x) w２− ab+abr+bbr２ w+b+br２

bbw２
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図1 所得階層別の付け値地代曲線

付け値地代

rB

rA

rC CBDからの距離

階層A 階層 B 階層 C

0 xＡB xBC x̄

t
=

ab+abr+bbτ (x) w−b−br２

bbw２

⑹を⑶に代入し積分することによって、地代と

住宅面積が次のように求められます。
r(x)=aw

− a
+2bt(x) w+2bτ (x)w−2C

⑺

s(x)

=
1

bw
a

+2bt(x) w+2bτ (x)w−2C
⑻

ここで、Cは積分定数です。

⑺を Cに関して解き、⑺を t
に代入してか

ら xで微分した式に代入すると、

dt


dx =−
t(x)w+τ(x) r(x)

aw−r(x) w <0 ⑼

が得られます。⑼が負になる理由は、⑹の s

が正だから⑼の分母も正になるからです。⑼が

負であるということは、都心から離れるにした

がって余暇時間 t
が減少することを意味して

います。

同様の操作で、

dt


dx =−
aw−2r(x) t(x)−τ(x)r(x)

aw−r(x) w ⑽

も得られますが、この符号は正にも負にもなり

ます。賃金率wが高い高所得層は、この符号

が負になって、都心から離れるにしたがって労

働時間が減ることになります。通勤時間は増加

しますが、高所得層は余暇時間を確保するため

に労働時間を減らすからです。一方、低所得層

にとって余暇時間は劣等財なので、都心から離

れていっても、余暇時間を減らして労働時間を

増やすことになります。

3.2 各所得層の空間配列
次に、各所得層は都市内でどのように空間的

に配列されるか考えてみましょう。都市境界 x

における地代を rとすると、⑺と⑻の積分定数
Cが決まるので、⑷式の閾値wは、次のよう

にパラメータだけで表すことができます。

w=
r

a
1+ 1+ aτ(x)

rt(x) 

この式から、以下の命題を得ます。

[命題］低所得層（w<w）は、所得の上昇と

もに次第に都心から離れて立地するが、高所得

層（w>w）は、所得の上昇ともに次第に都心

に近づいて立地する。

この命題は、賃金率wと立地 xが逆 U字の
関係にあって、都市空間における後方屈折した

立地であることを意味しています。

この閾値wは都市規模に依存しないので、

命題の逆 U字関係はどのような規模の都市で
も起こりえます。しかし、閾値wは τ(x)に依

存するので、金銭的輸送費用が減少するとw

が下がるので、上述のケース2が起こりやすく
なります。すなわち、政府の補助金や交通技術

の進歩によって、金銭的通勤費用（鉄道運賃）

が所得と比べて相対的に減少すると、CBDか
ら離れるに従って、より低い所得層が立地する

と考えられます。

3.3 3つの所得階層
次に、モデルをさらに理解するために、複数

の所得階層が立地する数値シミュレーションを

行ないます。図1のように3つの所得階層があ
って、階層Aは CBDの近くに立地し、階層 C

は CBDから最も離れて立地し、階層 Bはその
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図2 各所得層の時間配分（勤務時間＝労働時間＋通勤時間）
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中間に立地しているとしましょう。CBDから
x離れた地点の人口密度は k/s(x) ですから、各

階層人口の制約は

n=∫
AB k

s(x) dxA  A

n=∫AB

BC k
s(x) dxB B

n=∫BC

 k
s(x) dxc C

となります。ここで、nは階級 c=A,B,C の人

口であり一定です。境界条件は、

r(x)A A
=r(x)B B

r(x)B B
=r(x)C C

r(x)C C
=r

で表されます。これら3つの人口制約条件と3
つの境界条件によって、6つの変数 x

 , x
 , x,

C
, C

, C
が決定されます。

均衡解を解析的に求めることができないので､

パラメータ値を n=n=n=a=b=c=1

b=r=1/10 , T=k=10 , t(x)=x , τ (x)=x ,
w,w,w = 0.8,1.4,1.2  として数値解を求めま

した。結果は、図2に表されています。低所得
層Aが CBD近くに、中所得層 Cが郊外に、

高所得 Bがその中間に立地しています。中所

得層が CBDから最も離れて立地しているので､
上の命題との矛盾はありません。各所得層の時

間配分は、CBDからの距離によって変化しま
す。⑽式でみたように、労働時間は CBDから

の距離に必ずしも単調に変化しません。

図2では、中所得層の労働時間は CBD
からの距離に関して単調ですが、パラ

メータを変えると逆 U字型になること
があります。一方、低所得層の労働時間

は CBDからの距離に関して単調増加、
高所得層は単調減少しています。

労働時間と通勤時間を合計した「勤務

時間」は、同じ所得層内であってもなく

ても、CBDからの距離に関して単調増
加します。よって、勤務時間の鏡像であ

る余暇時間は、CBDからの距離に関し
て単調減少します。このことは、⑼式の不等号

と整合的であって、通勤時間の増加が余暇時間

を減少させることが確認できます。

ライフサイクルの視点から、図2の時間配分
を眺めてみましょう。若年労働者Aは収入が

比較的低いため、CBDの近くに住み、通勤時
間が短く、余暇時間が長い傾向にあります。中

年 Cになると、広い住宅を求めて郊外に立地

するのですが、通勤時間が長くなるので、余暇

時間が短くなります。つまり、中所得層 Cは

勤務時間が長く、一所懸命働くことになります｡

そしてシニア Bになると、収入がさらに増え

るので、通勤時間そして勤務時間を減らすこと

によって、余暇時間を確保しようとします。以

上のことから、ライフサイクルの視点から見る

と、労働供給は賃金率に関して逆 U字型（後
方屈折）曲線を描き、居住地選択も CBDから
の距離に関して逆 U字型（後方屈折）曲線を
描くことになります。

家計収入の上昇とともに、ニュメレール財の

消費も増加するので、ニュメレール財は通常財

ですが、住宅面積が違います。低所得の家計が

中所得になるにつれて、CBDから次第に離れ
て立地することによって住宅面積を増やします｡

家計がさらに高所得になるにつれて、余暇時間

を増やすために CBDに近づくので、住宅面積
が減少します。つまり、住宅面積は当初通常財

であったにもかかわらず、所得が高くなると住
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図3 勤務時間 tと家計の実質所得 Iの関係
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宅面積よりも余暇時間を重視するようになるの

で、住宅面積は劣等財に変わるのです。

したがって、高所得層は通勤時間を短縮して

余暇時間を楽しむために、都心に近い場所を選

びます。低所得層にとって通勤費は無視できな

いので、通勤費を節約するために、都心に近い

場所を選びます。一方、中所得層は広い住宅を

選好するので、郊外を選択することになります｡

4 実証分析

第3節の理論から導かれた結果について、住
宅立地と労働市場に関するデータを用いて実証

分析を行ないます。

4.1 勤務時間と所得の関係
5年ごとに実施されている「社会生活基本調
査」の1991‒2021年のデータを用いて、実質所
得 I、労働時間 t、通勤時間 t(x)のデータベー

スを構築します。所得範囲から平均所得への

データ変換については、｢付録」を参照してく

ださい。なお、通勤時間と賃金が対応したデー

タはないので、通勤時間と世帯所得が対応した

データを用いています4)。

所得階層が12、調査年が7あるので、観測数
は84です。図3は、実質賃金率と労働供給の関
係を表しています。賃金率（縦軸）は世帯所得

Iであり、労働供給（横軸）は勤務時間 t（労

働時間 tと通勤時間 t(x)の合計）です。実線､

破線、点線の曲線は、それぞれ所得 Iに対する
t, t, t(x) の二次関数を当てはめたものです。

労働供給 tと所得 Iの関係は破線で表され

ていますが、予想通り後方屈折型の労働供給曲

線になっています。また、勤務時間 tや通勤

時間 t(x)も、所得に関して後方屈折型の労働

供給曲線になっています。なお、Lind and Me-
hlum（2010）の U検定を行なうことによって､
これらの曲線が後方屈折型であることを統計的

に示すことができます5)。

世帯所得が変化すると、労働者は労働時間

(破線）と通勤時間（点線）の両方を調整する

でしょう。ところが、破線は点線に比べて大き

く変動します。このことは、労働者にとって、

住居移転による通勤時間の調整よりも労働時間

を調整するほうがはるかに容易であることを意

味しています。

また、通勤時間と世帯所得の後方屈折の関係

は、労働者が所得水準に応じて住み替えること

を示唆しています。労働者は、所得が低いうち

は広い住宅を求めて CBDから離れて住み替え
ますが、所得が高くなると、余暇時間を確保す

るために CBD近くに転居する可能性がありま
す。以下では、この仮説を検証します。

4.2 所得階層別の都市圏内住み分け
図1のような Alonso（1964）の付け値地代
曲線では、CBDへのアクセス xだけで立地が

決定されます。ところが現実には、最寄り駅や

公共施設や小売店へのアクセスや近隣環境など､

さまざまな立地要因があります。これらを扱う

には、McFadden（1974）によるランダム効用
アプローチが有効です。

5年ごとの「住宅・土地統計調査」の1978‒
2003年における所得階層別の世帯の空間分布の
データを用いて、命題の実証を試みます。この

データは、東京、大阪、名古屋の都市圏におい

て、都心から距離別に5つのリング（0‒10㎞、
10‒20㎞、20‒30㎞、30‒40㎞、40‒50㎞）におけ
る所得階層別の世帯数です。表1のように、世
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図4a 東京大都市圏の所得階層別空間分布

図4b 名古屋大都市圏の所得階層別空間分布

図4c 大阪大都市圏の所得階層別空間分布
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帯の所得階層の数は調査年によって異なってい

て、1973年には7階層、2003年には9階層あり
ます。

各リング内での世帯密度が一様であると仮定

して、各所得層ごとに都心からの平均距離を計

算し、ある所得層 c１が別の所得層 c２よりも平

均的に CBDに近く立地しているかどうか検証
します。帰無仮説は、2つのグループ間の平均
距離に有意な差がないことです。

所得層 cの都心からの標本平均距離と標本分

散は、次のように表されます。

m=
∑１

 10d−5 n

∑
 n

,

s
=

∑ 10d−5−m n

∑n−1 ,

ここで、nは所得層 cの世帯数であり、
d=1,…,5 は都心から d番目のリングです。所

得層 cと cの平均距離の差の t値は

t=
m−m

s


∑

n

+
s



∑

n

.

です。

分析の結果、すべての t値の絶対値が有意水

準0.05における臨界値より大きいことが確認で
きるので、すべての帰無仮説が棄却されます。

これは、すべての所得階層が都心からの距離に

従って厳密に配列されていることを意味してい

ます。

図4では、三大都市圏におけるすべての分析
結果を図解しています。miは所得層 cの平均

距離なので、都心に近く立地している所得層 c

ほどmiが左に位置していて、郊外に近いほど

miが右に位置しています。例えば、1973年の
東 京 大 都 市 圏 に お け る 平 均 距 離 は、

m<m<m<m<m<m<m です。最も近い

所得階層 cと c に着目すると、この不等式

は、m m m mと m m m m に

分解できます。前者は所得が低いうちは距離と

ともに所得が増加すること、後者は所得が高く

なると距離とともに所得が減少することを意味



後方屈折する労働供給と住宅立地 23

表1 ｢住宅・土地統計調査」の所得階層ごとの世帯所得 （単位：万円）

所得階層c 1 2 3 4 5 6 7 8 9

1973年所得 0－50 50－100 100－150 150－200 200－300 300－500 500－

… … … … … … … … … …

2003年所得 0－200 200－300 300－400 400－500 500－700 700－1000 1000－1500 1500－2000 2000－

表2 ｢社会生活基本調査」の所得階層ごとの世帯所得 （単位：万円）

所得階層 1 2 3 4 5 6

世帯所得 0－100 100－200 200－300 300－400 400－500 500－600

所得階層 7 8 9 10 11 12

世帯所得 600－700 700－800 800－900 900－1000 1000－1500 1500－

しています。よって、最も低い所得階層と最も

高い所得階層が都心近くに位置し、中間所得層

が都市の端に位置しているので、後方屈折の立

地パターンであることがわかります。

特に東京大都市圏と名古屋大都市圏では、所

得による後方屈折の立地パターンが顕著に見ら

れます。よって、低所得層および高所得層が都

心近くに立地し、中間層が郊外立地するという

命題が確認できます。すなわち、所得が上昇す

ると、労働者は労働供給（労働時間と通勤時間

からなる勤務時間）を増加させ、都心から離れ

て立地しますが、その後所得がさらに高くなる

と、労働供給を減少させ、都心近くに住み替え

ることになります。以上のことから、労働供給

は時間的に後方屈折し、立地選択は空間的に後

方屈折すると結論することができます。

5 結論

本稿では、労働経済学のスタンダードな労働

供給モデルと都市経済学のスタンダードな住宅

立地モデルを結び付けることによって、家計の

時間配分と都市内立地選択について分析しまし

た。具体的には、さまざまな所得層が共存する

都市において、各所得層が財や住宅面積をどの

程度消費し、労働時間、通勤時間、余暇時間を

どのように配分するかについて、理論と実証の

両面から分析しました。

その結果、家計所得が上昇するにつれて、最

初は労働供給が増加し、その後減少することが

わかりました。また、家計所得の上昇につれて､

最初は都心に近く立地し、次に郊外に住み替え､

最後は再び都心に近くに再立地することがわか

りました。要約すると、労働供給と都市内立地

の選択は、いずれも賃金率に関して後方屈折

(逆 U字型）になることが理論分析からも実証
分析からも明らかになりました。

[付録］
所得階級ごとの労働時間と通勤時間に関する

データは、｢社会生活基本調査」から得ていま

す（1991年から2021年までの5年ごとの調査)｡
この調査では、所得階級が表2のように定義さ
れています。

世帯所得と時間配分の関係を見るために、各

所得階級のレンジを以下のように平均所得に変

換します。1999年、2004年、2011年、2014年の
｢全国家計調査（所得・消費・資産)」の情報を

利用します。この調査には、各所得階級の平均

所得があるからです。この調査によれば、最も

低い階級の所得レンジは0～200万円で、平均
所得は139.8万円です。この階級の所得レンジ
が0～100であると仮定し､ その平均所得を 100

/200×139.8 = 69.9と推計します。

同様に、最も高い階級の所得は2000以上であ
り、全国家計調査によれば4か年の平均所得は
2921です。表2における最も高い階級の所得は
1500以上であるため､その平均所得を1500/2000

×2921 = 2191 と推計します。ちなみに、4か
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年の平均所得ではなく、各年で最も低い平均所

得や最も高い平均所得を用いても、全体的な結

果は変わりません。

その他の所得階級（2～11階級）については､
それぞれの所得レンジの中央値を採用します。

なお、この中央値は、｢全国家計調査（所得・

消費・資産)｣の1999年、2004年、2011年、2014
年の平均所得に近い値です。

注
1）2008年の東京大都市圏における通勤の53％が鉄道､

24％が自家用車、10％が自転車によるものです（東
京大都市圏交通計画審議会2012)。そこで、鉄道に
よる通勤は妥当な仮定だと考えられます。

2）東京駅から半径50㎞以内には、174の自治体があり
ます。これらを、CBDから 5(d−1)㎞から 5d㎞の
範囲にある d=1 , …,10のリングに振り分けます。
2000年における各リングの居住可能面積の合計を計
算し、CBDからの平均距離で回帰したところ、回帰
係数は正でしたが、統計的に有意ではありませんで
した。居住可能面積を課税対象建築物面積に置き換
えても、結果は同じでした。よって、線形都市で近
似できると考えられます。

3）住宅面積の賃金弾力性 ε が賃金率wに関して一定
でない場合は、第3.1節のように効用関数の特定する
ことによって分析することになります。

4）｢賃金構造基本統計調査」には、職業別および年齢
別の平均月給 I、所定内給与 f、および残業時間 tの
データがあります。そこで、I=w*t+f の関係式を
用いて、職業別および年齢別の賃金wを算出します｡
2021年の職業別72職種における賃金wと所得 Iの相
関係数は0.571、年齢別12グループでは0.955である
ことから、所得 Iは賃金wの代理変数だと見なすこ
とができます。

5）Abe（2011）は、日本の既婚女性のミクロデータ
を用いた研究によって、高賃金を得ているフルタイ
ム労働者ほど、都心の近くに立地していることを実
証しています。さらに、Iwata and Tamada（2014）
は、日本の既婚女性のミクロデータを用いて、賃金
と通勤時間に逆 U字型の関係があることを明らかに
しています。
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センターだより／出版物のお知らせ

『都心マンション高騰下の住宅需
要者行動 購入者の属性・購入
断念した者の選択』(｢都心マンシ
ョンの価格高騰がもたらす住宅取
得行動の変化に関する調査｣より）
近時、価格高騰が著しい都心に
おいて、実際に都心マンションを
購入した者の属性や資産状況、お
よび購入を検討したが断念した人
がとった選択等に関して調査した
結果を取りまとめた。WEBアン
ケートにより、20歳～69歳までの
1都3県居住者を抽出し、2023年
1月から9月までの間に、都心9
区（港、千代田、新宿、目黒、中
央、文京、世田谷、品川、渋谷）
のマンションを購入した人、購入
検討中の人、購入を検討したが断
念した人、断念して違う行動をと
った人について調査を行なった。
(令和6年3月刊、2160円・税込)

◉
『災害リスクと地価のパネルデー
タ分析報告書』
近年、首都圏およびその周辺の
地震リスクが顕在化してきている｡
地震調査委員会によると、南関東
地域でマグニチュード7クラスの
地震が発生する確率は、今後30年
間で70％であり、都市における防
災整備は喫緊の課題となっている｡
本報告書では、東京都が5年お
きに公表している地域危険度、お
よび国土交通省が公表している密
集市街地のデータ、地価公示価格
のデータを用いて、都市防災整備
の社会的便益の推定を試みている｡
また、近年、地理空間情報に関す
るデータの入手が容易になったこ
とや、地理情報システムの発展と
ともに、注目を集める空間計量経
済学のモデルを用いることで、従
来では推定が困難であったインフ
ラ整備の波及効果の推定も試みて

いる。
(令和3年6月刊、3600円・税込)

◉
『地域木造住宅生産の担い手の現
状と動向 工務店・建材流通店
調査から見る地域の実態』
2009年に100万戸を割り、78万
戸に減じた新設住宅着工戸数は、
その後、緩やかに回復し、2016年
から2019年までは減少しつつ90万
戸台で推移し、そのなかで新設木
造住宅の着工は50万戸程度を維持
してきた。2020年の住宅着工は、
前年比9.9％減の81.5万戸に落ち込
み、木造住宅着工は47万戸弱とな
った。これは新型コロナウイルス
感染拡大などが影響したと見られ
る。
木造住宅建設の担い手である大
工に目を転じると、大工の数は減
少の一途をたどり、20年前の半数
になっているとも見られ、今後、
高齢の大工の引退等で、さらに大
工の減少が進むことが予想される｡
そこで、その対策に向けた検討に
資することを目的として、地域の
大工・工務店の生産の実態を把握
するための調査を実施した。
(令和3年1月刊、2300円・税込)

◉
『地域が担う郊外住宅団地の活性
化事例レポート』
わが国では、高度経済成長期以
降に都市近郊を中心に大量の住宅
供給に伴い、郊外住宅団地が形成
されてきたが、経年による建物や
設備の老朽化が進むとともに、土
地利用需要との乖離が顕在化し始
めている。また、少子高齢社会・
人口減少社会の到来に伴い、住宅
団地内の空き家の増加や住民の高
齢化が進展しており、将来的な地
域社会の持続性が課題となってい
る。一方、郊外住宅団地は公共イ

ンフラが充実し、都市部より豊か
な自然環境を有しており、次世代
に引き継ぐべき優良なストック
とも言える。本調査では、戸建て
住宅を中心とした郊外住宅団地の
現地調査を通して、今一度、現在
的・具体的な課題を捉えるととも
に、各地の空地・空き家の活用事
例や住宅団地の活性化に資する取
り組み事例のヒアリングと既往事
例の収集を行ない、郊外住宅団地
の活性化の方向性を探った。
(令和2年8月刊、2500円・税込)

◉
『2033年までに必要となる住宅戸
数の推計 新築・リフォーム・
空き家活用等』(住宅関連基礎的
統計データ活用上の留意点に関す
るケーススタディ）
わが国では、住宅とそこに居住
する世帯の居住状況、世帯の保有
する土地等の実態を把握するため
に、5年に1度、｢住宅・土地統
計調査実施される」が実施される｡
その結果は、住生活基本計画はじ
め住生活関連諸施策の企画、立案
等の基礎資料とされ、また、住宅
分野の調査研究に不可欠な基幹統
計データとして活用されている。
一方、空き家問題をはじめ、老朽
化した住宅ストックが大きな社会
問題となっている。本書では、わ
が国の住宅ストックの現状を質の
面（耐震、省エネ、バリアフリー
の等性能）から把握し、そのうえ
ですべての世帯に一定の質の住宅
を確保しようとする場合の住宅供
給量を推計するケーススタディを
通じて、｢住宅・土地統計調査」
の制約、限界を整理し、それらを
踏まえ、それを代替するための集
計手法や補完データ活用等につい
て検討し、その結果を整理した。
(令和2年3月刊、2180円・税込)



26 季刊 住宅土地経済 2025年冬季号 №135

武藤祥郎・菅澤翔之助・鈴木雅智

地球統計パネルモデルを用いた
都道府県別空き家率の将来予測

はじめに

空き家の増加は、わが国において、地域の不

動産市場や社会経済状況において深刻な懸念事

項として認識されている。特に、団塊の世代つ

まり第二次世界大戦直後に生まれた人々がすで

に後期高齢者になり、今後10～20年の間に数多
くの相続を発生させる可能性が指摘されるなか

で、多くの研究者や政策担当者は、日本におけ

る空き家の増加が差し迫っている課題であると

いう認識において共通であると考えられる。一

方、空き家が将来どの程度、全国的・地域的に

増加するかについての合理的な予測に関しては､

その手法論も含めていまだコンセンサスが得ら

れていない。そこで本研究では、47都道府県
それぞれの住宅ストックに対して空き家の占め

る割合、いわゆる空き家率の予測に着目した1)｡

住宅が空き家となる一般的な理由は、所有者

の子供や親族への処分や相続が最大のものであ

ることから、本研究で用いる分析モデルとして

は、空き家率は高齢化と一定の相関があること

に着目し、説明変数に人口統計情報のみを用い

て統計モデルを構築した2)。そのうえで、空き

家発生への影響については、時空間的に相関が

あると仮定し、その関係性について地球統計学

を用いたパネルモデルによって捕捉した。

空間情報を含むパネルデータ分析では、空間

的自己相関を空間重み行列でモデル化した空間

ダービンモデルや空間自己回帰結合モデルなど

の空間的自己相関に基づくアプローチが標準的

である。Anselin（1988）と Durbin（1988）に
よって開発されたこれらの方法は、｢空間計量

経済学」として広く使われている3)。しかしな

がら、これらの方法は、空間自己相関の仮定さ

れた構造が存在する前提において、回帰係数の

統計的に有効な推定値を提供するが、時空間ト

レンドや時空間不均一性を表現する「時空間効

果」を直接モデル化していない。したがって、

将来の観測値の予測は、観測された説明変数に

基づく固定効果と線形予測変数の単純な組み合

わせによって行なうことができ(例えば､Belotti
et al.2017)、これらの方法は必ずしも正確な将
来予測を提供しないことが知られている4)。

一方、時空間効果を明示的にモデル化するこ

とは、時空間ガウス過程など用いた階層モデリ

ングやベイズモデリングの文脈で検討されてき

た（例えば、Banerjee et al.2014)。これらの
アプローチは、直接効果や間接効果の観点から

空間的自己相関の解釈を犠牲にしている (Le-
Sage and Pace2009）が、一般的に未観測の位
置や将来の値を予測するのに適していることが

知られている。現時点でこのような階層モデリ

ングは、降雨データの分析やオゾン濃度データ

の分析のほか、医療や生物学など自然科学の多

くのアプリケーションで採用されている 。し

かし、われわれの知るかぎり、住宅や地域研究

を含む社会科学関連分野の分析において、こう

した地球統計学に基づく時空間モデリングの有

用性は十分に議論されていないと言える 。

このため本研究では、日本の都道府県レベル



地球統計パネルモデルを用いた都道府県別空き家率の将来予測 27

左から
武藤祥郎（むとう・さちお）／1973年神奈川県生ま
れ。東京大学経済学部卒。UC Irvine 校 Ph.D.(経済
学)。現在、国土交通省都市局国際・デジタル政策
課長。
菅澤翔之助（すがさわ・しょうのすけ）／1990年千
葉県生まれ。慶應義塾大学理工学部卒。東京大学経
済学研究科論文博士、博士（経済学)。現在、慶應
義塾大学経済学部准教授。
鈴木雅智（すずき・まさとも）／1991年岐阜県生ま
れ。東京大学工学部卒。東京大学大学院工学系研究
科博士課程修了、博士（工学)。現在、横浜市立大
学データサイエンス学部准教授。

の空室率を予測するために、観測された説明変

数では捕捉できなかった観察されない時空間効

果を持つ線形回帰モデルを採用した。そのなか

で、次期への変化（イノベーション）をガウス

過程によってモデル化した自己回帰（AR）モ
デルとランダムウォーク（RW）モデルを採用
しつつ､ 分析モデルを｢動的時空間効果(DSE）
モデル」と呼ぶこととした。

具体的には、DSEモデルを用いることによ
り、将来の説明変数が与えられた場合の都道府

県レベルの将来の空室率の事後予測分布を構築

し、これにより、被説明変数である空き家率の

点および95％区間の予測を行なうことができる｡
本研究ではまず、モンテカルロ実験により、代

表的な空間パネルモデルと比較した DSEモデ
ルの数値的性能を検証した。検証の結果、空間

パネルモデルも DSEモデルも、説明変数では
説明できない時空間相関を捉えていたが､ DSE
モデルは他のモデルよりも優れた予測性能を示

した。実際、DSEモデルから得られた予測値
の平均二乗誤差（MSE）は、強い系列自己相
関が存在する場合、空間パネルモデルから得ら

れた予測値の3分の2以下であった。また、住
宅土地統計調査や人口統計から得られる実測値

と予測値を見ると、DSEモデルのMSEは、他
モデルのほぼ半分であるなど、高い予測性能を

示した。

本研究は、従来のパネルデータ分析や将来予

測において、それらの地域特性が必ずしもすべ

て説明変数によって捉えられるとは限らず、地

域の近接性に関する情報が捨象されざるを得な

かった状況を改善するものである。空間計量経

済学によるパネルモデルでは、こうした地域効

果や空間効果を捉えることが試みられ、推計ソ

フトウェにおいても一般的な手法となっている

が、本稿で紹介する2種類の DSEモデルでは､
こうした時空間効果を明示的かつ柔軟に取り込

むことで、さらなる精度の向上を示している。

これにより、アジア、欧米諸国、そして高齢化

が急速に進む日本における相続を契機とした空

き家問題の地域的な将来像の把握のほか、より

幅広い社会経済上の分析において、将来予測へ

の有効なアプローチが可能になると考えられる｡

本稿の残りの部分は以下のように構成されて

いる。第1節は DSEモデルと推定を定式化し
説明する。第2節ではモンテカルロ実験を行な
い、各推定モデルの性能を比較する。第3節で
は日本の都道府県別空き家データを用いた推定

結果を示し、第4節で結論を述べる。

1 動的時空間効果モデル

1.1 モデルの定式化
本節では DSEモデルを定式化し、時空間相
関の仮定に従って動的モデルを定義する。ここ

で yを n次元応答ベクトル X = x, …, x 

を n×pの説明変数の行列であるとする。

t = 1, …, Tであり nは地域（都道府県）の数

である。また、yと Xの地理的位置は時間と

ともに変化しないと仮定する。s(i = 1, …, n)

を位置情報のベクトル（経度と緯度の2次元ベ
クトル、本アプリケーションでは各都道府県の

中心点の物理的距離に変換）とする。モデル化
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には yと Xと空間情報を用いて、空間的・時

間的相関を考慮しながら、以下の回帰モデルを

採用する。

y = Xβ+ω+ε, ε~N 0, τI , t = 1, …, T ⑴

ここで Iは n×n単位行列であり、εは時期 t

における空間に依存しない誤差、τはその誤差

分散である。観測されない空間効果 ωについ

ては、次のような自己回帰（AR）モデルを仮
定する。

ω = δω+u, u~N 0, σH ϕ  , ω = 0 ⑵

ここで uは n-次元であり、δは自己相関パラ

メータである。σ は空間効果のスケール・パ

ラメータ、H ϕ は相関行列であり、その要素

i, j は ρ(s−s ; ϕ)である。ここで ρは、未知の

レンジパラメータ ϕにより規定され、定式化

のロバストさを確認するために以下に定式化さ

れるガウス相関 ρと指数相関 ρを用いた。

ρ s−s ; ϕ  = exp(− s−s /ϕ２),

ρ s−s ; ϕ  = exp(− s−s /ϕ)
⑶

ここで uの要素は空間的に相関しており、モ

デル⑴の下で y与えられた ω（前の時点の

空間効果）の条件付き分布はN(Xβ+δω,

τI+σH ϕ )と置く。また、yと y(t ≠ s)の

相関は Cov y, y = δσH ϕ /(1−δ)に対して

δ < 1 であり Cov y, y  = (t−s)σH ϕ と仮定

する。そして、モデル⑴に⑵の AR空間効果を
加えたモデルを「DSE-AR」モデルと呼び、代
表的なサブモデルとして δ = 1、つまり時間方

向の潜在的な非定常性を捕捉するモデルを RW
空間効果付き DSEモデルの意味で｢DSE-RW」
と呼ぶ。

1.2 マルコフ連鎖モンテカルロ法によるベイズ
推定

本節では、DSEモデルを推定するためのベ
イズMCMCアルゴリズムを定式化する。モデ
ル⑴の推定には、未知のモデル・パラメータに

事前分布を導入することで、MCMCによるベ
イズ手法を用いてΨ = (β, σ, τ, ϕ, δ)と表す。

ここでΩ = (ω１, …, ω)を未観測時空間効果の

集合であるとすると、ΨとΩ の事後分布は以

下のように表される。

π Ψ, Ω | y :  ∝π Ψ ∏  
 ϕ y ; Xβ+ω, τI 

ϕ ω ; δω１, σH ϕ  
⑷

ここで y :  = (y, …, y), π Ψ は事前分布であ

り ϕ(⋅ ; μ, Σ)は、n-次元正規分布の確率密度関
数N(μ, Σ)である。β の事前分布は N（β, Vβ),
β = 0, Vβ = 1000とし σと τの事前分布は逆

ガンマ分布、IG（aσ, bσ）と IG（aτ, bτ）とする

(aσ = bσ = aτ = bτ = 1 とする)。ϕの事前分布

は，モンテカルロ推定の安定性を確保するため

にU 0, 50 を使用し、実データを用いた推定に

は IG (1, 1）を使用する。ARパラメータ δに

関する一様分布 0, 1 を用いた。こうした DSE
パネルモデルを推定するオープンソースのパッ

ケージは、本稿執筆時点ではないようであるが､

その他のMCMCアルゴリズムの詳細について
は、Muto et al.(2023a）を参照されたい。

2 モンテカルロ実験

2.1 シミュレーション設定
実データを用いた推計に入る前に、反実仮数

の空間パネルデータを用いて推計モデルごとの

パフォーマンスの違いをモンテカルロ実験によ

り検証することとする。具体的には、日本の都

道府県数に相当する47の地域を想定して個々の
地域を i（i = 1, …, nで n = 47）とし、5つの
期間（t = 1, …, TでT = 5）における説明変数

x = x, …, x ⊤を用いた3種類のデータ生成
過程を考慮した。シナリオⅠは、系列相関のな

い空間自己回帰誤差を持つ回帰モデルに基づい

ている。

(シナリオⅠ）y = α1+βx+u+ε ⑸

ここで u~N(0, cH ϕ ), ε = ρWε+v, v~N(0,

τ I)であり 1は n-の次元ベクトルである。
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また、パラメータはそれぞれ α = 2, β = 5, c

= 9, ρ = 0.5、τ = 0.3, ϕ = 1 とする。このシナ

リオでは、uは固定効果のベクトルであり時間

的に一定である一方、εは時間的に相互に独立

な空間的に相関する誤差項のベクトルである。

シナリオⅡ,Ⅲにおいては、時空間効果を持つ
以下のシナリオを想定した。

(シナリオⅡとⅢ）y = α1+βx+ξ+ε⑹

ここで ξ|ξ~N ρξ１, σH ϕ  , ξ~N(0, cH ϕ )

であり（パラメータ c = 9を設定)、εN

(0, τ I)とする。また、追加された誤差項 uと

ξのうち、ξは時空間効果に相当するが、

δ = 0.5( シナリオⅡ) と δ = 1( シナリオⅢ）

の二つを想定した。シナリオの詳細は、Muto
et al. (2023a）付録1を参照のこと。
作成したデータセットに対して、時空間効果

を組み込んだ DSE-ARと DSE-RW、さらに通
常の固定効果パネル（OP)、空間自己回帰結合
(SAC)、空間ダービン誤差（SDM）モデルを
それぞれ推定した。ここで、空間重み行列W

はW = H(ϕ), ϕ = 0.1 として、緯度経度情報を

距離に変換した県庁所在地間の地理的距離を用

いて生成することとする5)。

そのうえで、空き家率の将来値を予測する性

能を測定するために、⑸または⑹に基づいて

｢将来」の観測値 y を生成し、被説明変数の

将来の値（y）と説明変数（x）が得られ

ると仮定して予測を行なう。そのうえで、将来

予測の平均2乗誤差(MSE)を n y１−y１ 

と定義し、その平均と標準誤差をモンテカルロ

反復に基づいて計算したほか、β（回帰係数）

と τ（誤差項の標準偏差）の推定値のモンテカ

ルロ平均と標準誤差も計算した。

2.2 結果
各シナリオにおける推定結果は表1の通りで

ある。シナリオⅠでは、各モデルのパラメータ

推定に大きな違いは見られなかった。しかし、

シナリオⅡ、Ⅲのようにデータセットに地域的

な相関の動的構造が存在する場合、誤差標準偏

差の推定値 τは、OP、SAC、SDMモデルによ
って著しく過大に推定され、将来予測の不確実

性を高める結果となった。予測性能については､

空間パネルモデルの定式化に従ってデータが生

成されたシナリオⅠでは、SDMと SACモデ
ルが有利であったが､ このシナリオでも､ DSE
-ARは OP、SAC、SDMモデルとほぼ同等の
性能を示した。DSE-RW効果の予測精度は、
未観測効果の動的構造がオーバースペックであ

り、推定が非効率的であったため、他の手法ほ

ど良くなかったが、それでも他モデルと比較し

たMSEの差は限定的である。
一方、シナリオⅡとⅢは、他の推定モデルに

比較して両 DSEモデルの優位性が示された。
具体的には、シナリオⅢにおける予測MSEは､
DSE-ARと DSE-RWで0.41～0.42である一方、
(空間）パネルモデルでは約0.64となった。こ
の DSEモデルのロバスト性と予測性能の改善
の可能性は、⑵式で記述される誤差構造の柔軟

性に起因すると考えられ、さまざまな形の空間

的自己相関を捉えることができることが示され

ている。実際のアプリケーションでは、空間的

自己相関や擾乱の性質は通常未知であるため、

上記実験で得られた DSEモデルのこのような
柔軟な性質は実用上有用であると考えられる。

3 都道府県別空き家率の予測

3.1 背景
ここでは、日本の空き家率を取り巻く政策等

の背景と将来予測に係る実態を述べる。空き家

問題は、地域経済や経済社会にとって大きな課

題であるが、高齢化率の上昇と相まって、空き

家率は増加の一途をたどっており、今後もさら

に増加すると考えられている6)。実際、空き家

の存在が周辺地域に対する負の外部性を引き起

こし、地域の住宅や不動産市場を弱体化させる

という研究結果もある7)｡ 政府においても､2015
年には地方自治体の対応や固定資産税情報の利

用を規定した空き家対策特別措置法が制定・施
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表1 モンテカルロ実験結果

(シナリオI） 空間自己回帰誤差 (シナリオII）時空間効果（δ=0.5） (シナリオIII）時空間効果（δ= 1）

係数（真：
β= 5）

標準偏差
（真：τ
=0.3） 

予測誤差
（MSE）

係数（真：
β= 5）

標準偏差
（真：τ
=0.3） 

予測誤差
（MSE）

係数（真：
β= 5）

標準偏差
（真：τ
=0.3） 

予測誤差
（MSE）

通常のパネルモデル（OP）

　平均
　標準誤差

5.0000
0.0112

0.3274
0.0453

0.1345
0.0754

5.0028
0.0473

0.5518
0.0396

0.4595
0.1230

5.0013
0.0625

0.5714
0.0470

0.6411
0.1871

SAC

　平均
　標準誤差

4.9968
0.0300

0.3049
0.0349

0.1368
0.0756

4.9998
0.0537

0.5109
0.0320

0.4648
0.1271

5.0017
0.0648

0.5285
0.0388

0.6491
0.2038

SDM

　平均
　標準誤差

4.9995
0.0302

0.2709
0.0295

0.1384
0.0778

5.0014
0.0538

0.4575
0.0286

0.4615
0.1252

5.0038
0.0661

0.4737
0.0347

0.6349
0.1851

DSE-AR

　平均
　標準誤差

5.0001
0.0218

0.2335
0.0103

0.1463
0.0854

5.0010
0.0360

0.3604
0.0238

0.4152
0.1110

5.0007
0.0403

0.3454
0.0222

0.4181
0.1128

DSE-RW

　平均
　標準誤差

5.0001
0.0264

0.2383
0.0109

0.1843
0.1117

5.0005
0.0393

0.3768
0.0261

0.4469
0.1229

5.0006
0.0405

0.3490
0.0235

0.4061
0.1085

行され、国・地方自治体にとっても、空き家率

の増大は、真摯に取り組む必要のある課題の一

つであると考えられている。

そうしたなかで、観測される空き家率につい

て、特に二次的住宅（別荘）や賃貸住宅の空き

家を含んだ「空き家率」については大きく増大

していないことが知られている。実際に、2018
年の住宅・土地統計調査において、全国の空き

家率は13.6％と発表されたが、民間調査機関の
一つである野村総合研究所（NRI）が事前に予
測していた16.1％を大きく下回る結果となっ
た8)。そもそも、NRIの予測モデルは統計モデ
ルではなく、トレンド分析など非統計的な前提

で住宅ストックや解体数の増加により予測を行

なっているが、いずれにしても、地域経済にお

ける政策的な重要性にもかかわらず、わが国に

おいて空き家に関する定型的な予測・予測モデ

ルが存在しないのが実態である。

本研究では、住宅所有者の空室・入居判断の

行動と一貫性を持つ統計モデルを形成するため

に、｢空き家率」の定義について、持ち家住宅

ストック全体に対する、販売在庫や賃貸住宅の

一時的な空室や別荘といった特定の目的を持た

ずに所有されている空き家（いわゆる「その他

空き家」数）の割合を「空き家率」と呼ぶこと

にする。この定義によると、47都道府県の空き
家率は大都市圏の6％前後から24.5％前後まで､
大きなばらつきがあるほか、年々増加の一途を

辿っている。

3.2 データ
空き家数および総住宅数は住宅・土地統計調

査から、人口関連データは人口動態統計等に基

づいているが、これらのデータは、総務省統計

局が開発した政府統計サイト「e-stat」で公開
されている。パネルデータは、住宅・土地統計

調査が実施された1988年､1993年､1998年､2003
年、2008年、2013年、2018年（T = 7）の7期
データを用いたほか、地理的な距離については､

各県庁所在地の地理的距離を測定し、空間ウェ

イト行列を算出した9)。

まず、被説明変数である「空き家率」の2018
年値を都道府県ごとに図示したところ（図1)､
空き家の分布は空間的にランダムではなく，高
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図1 都道府県別空き家率（その他空き家数／持ち家数）の分布

出所）総務省住宅土地統計調査（2018年）

Vacancy Rate（％）
-8
8-10
10-12
12-14
14-16
16-18
18-20
20-

0 100 200 300 400 500 km

表2 空き家と人口に関する記述統計

注）47都道府県／年：1988年、1993年、1998年、2003年、2008年、2013年、2018年。

単位 観測数 平均 標準偏差 最小 最大

従属変数
　空き家率
(その他空き家数／持ち家家屋数） 率(%) 329 9.0401 3.647 3.0176 24.4748

説明変数（総人口に対するシェア）
　 0 ～29歳
　30歳～64歳
　65～74歳（ESOA）
　75歳以上（LSOA） 

率(%)
率(%)
率(%)
率(%)

329
329
329
329

32.5145
46.4915
11.1745
9.8205

5.3243
1.7617
2.5054
3.9961

20.4893
41.3235
4.9345
2.8960

47.8978
51.1026
16.8196
19.6738

齢化率の高い西日本や人口の少ない県で空き家

比率が高い傾向にあることがわかる10)。

空き家発生のメカニズムは複雑であるが、本

研究においてはむしろシンプルに人口要因が空

き家の発生に大きな影響をもたらすと想定しつ

つ、将来推計値の利用可能性などから、人口構

成のみを説明変数として用いている。具体的に

は、各都道府県の2045年までの予測人口の年齢
構成について、e-statで公開されている値を用
い、各都道府県の空き家比率を推計・予測する

ための説明変数として、総人口に対する特定の

年齢層の比率を用いた。年齢層は、⒜小児・若

年層（0～29歳)、⒝現役世代（30～64歳)、⒞

前期高齢者（ESOA：65～74歳)、⒟後期高齢
者（LSOA：75歳以上）に区分した。記述統計
は表2に示されている。
ここで、人口構成に関する説明変数について

は、それぞれ住宅土地統計の1期（5年）のラ
グ変数を推計に含めた｡その理由としては､2018
年の全国の70～74歳の死亡率は1.40％、75～79
歳の死亡率は2.29％であり、LSOAが高いほど
死亡率が高くなるため、それらの地域では親や

親戚の家を相続する確率が異なる可能性がある

ほか、ライフイベントによる家屋の所有・処分

の決定には、多くの世帯で数年かかる可能性が

あることを考慮したためである。

3.3 推定結果と解釈
推計に当たっては、1988年から2018年
までの7つの期間のパネルデータに、セ
クション3で用いたのと同じモデル(OP､
SAC、SDM、DSE-AR、DSE-RWモ デ

ル）を当てはめた。DSEモデルに利用
した事前分布は、第3節で採用したもの
と同等である11)。

これらの異なる推計モデルにおいて、

LSOA比率のラグ値に関する係数パラ
メータの推計値は、有意に正の値を示し

た。DSEモデルの推計結果からは、
LSOA人口比が1％増加すると、その
翌期（5年後）の空き家率は1.4％増加
することが示唆された。この結果は、各

地域における LSOA人口のボリューム
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表3 推定結果と実測値予測のパフォーマンス

注1）推定結果（期間：2018年、2013年、2008年、2003年、1998年、1993年、1988年）
2）時間トレンドは、オブザベーション間の時間スパンを測定する自然数の順序集合で、t = (1, 2, 3, …, 7)である。

空き家率モラン統計量：0.33332

OP SAC SDM DSE-AR DSE-RW

説明変数 推定値 標準誤差 推定値 標準誤差 推定値 標準誤差 推定値 標準誤差 推定値 標準誤差
　 0 ～29歳 0.5081 0.6082 0.6284 0.4947 0.6624 0.4974 0.2046 0.4723 0.2113 0.4743
　30歳～64歳 0.7957 0.6224 0.7771 0.5137 0.6336 0.5183 0.4208 0.4814 0.4270 0.4840
　65～74歳 0.8914 0.6106 1.1803 0.5008 1.1981 0.5035 0.6015 0.4764 0.6002 0.4773
　75歳 0.6201 0.6543 0.9601 0.5554 0.7761 0.5638 0.3325 0.5205 0.3315 0.5228
　 0 ～29歳（ 1 期 5 年ラグ） 1.1573 0.6128 1.1136 0.5002 1.2240 0.5066 0.5852 0.4723 0.5954 0.4676
　30～64歳（ 1 期 5 年ラグ） 0.5577 0.6230 0.5139 0.5116 0.7033 0.5205 0.2745 0.4777 0.2905 0.4715
　65～74歳（ 1 期 5 年ラグ） 0.3084 0.6201 -0.0157 0.5130 0.0657 0.5166 0.1534 0.4831 0.1690 0.4794
　75歳～（ 1 期 5 年ラグ） 1.7684 0.6600 1.3495 0.5634 1.5206 0.5711 1.3967 0.5176 1.4098 0.5143
　時間トレンド a 0.1077 0.0558 0.1609 0.0620 0.2164 0.0650 -0.2423 0.1610 -0.2255 0.1674

SACとSDMのパラメータ
　ρb - - 0.0214 0.1102 0.6503 0.1272 - - - -
　λb - - 0.8729 0.0951 - - - - - -

エラー構造のパラメータ
　τ 0.8943 - 0.6329 0.0430 0.5129 0.0403 0.5185 0.0435 0.5209 0.0426 
　σ - - - - - - 0.8319 0.0538 0.8224 0.0534
　φ - - - - - - 0.7314 0.0956 0.7288 0.0951
　δ - - - - - - 0.9903 0.0094 - -

実測値のMSE 0.6636 0.6928 0.5473 0.1083 0.1107

が空き家の増加を説明するうえで重要であるこ

とを浮き彫りにした。これは、ある地域の

LSOA人口が増加することで、数年後にその
LSOAの住宅が処分されたり相続されたりす
る傾向があることを示唆しており、上述の空き

家発生のメカニズムと一致する。

そして、各推計手法のパフォーマンスを見る

ために、観測データの推定値（y = Xβ+ω）

と yから計算するMSEを (nT)∑  １
 y−y 

と定義し、その結果を表3に示す。OPモデル
と SACモデルのMSEは0.66‒0.69であり、予
測という点でおおむね同様のパフォーマンスを

示した。SDMモデルのMSE値は、OPモデル
や SACモデルよりも小さいが、DSE-ARと
DSE-RWはより大きい値を示している。これ
は、DSEモデルが他の手法に比べて時空間ダ
イナミクスを柔軟に捉えることができることを

示している。

そのうえで、推定モデルの予測性能を検証す

るため、最新の期間である2018年を除いて1988
～2013年の観測値を用いて推定したモデルを用
いて予測を実行し、2018年の説明変数の値を正
しく取得できたとして、2018年の値を正確に
｢予測」できるかどうかを検証した12)。その結

果を示した表4において係数の推定パラメータ
を見ると、LSOA比率のラグ値係数や誤差構
造パラメータを含む説明変数の係数は、時間自

己相関の推定パラメータを除き、サンプル期間

の変化に起因する大きな変化は見られなかった｡

そして、将来予測値における予測MSEを
n∑  

 y −y  と定義して計算を行なっ

たところ、DSE-ARモデルと DSE-RWモデル
の両方が、2018年の値を予測する際に他のモデ
ルに比して改善を示していることが明らかにな

っ た。実 際、DSE-ARと DSE-RWのMSEは
1.35～1.40であり、他 OP、SAC、SDMモデル
のMSEは2.69～2.72のほぼ半分であった。こ
こで平均的な値のみならず、各都道府県の予測

性能を把握するため､ DSE-AR､ DSE-RW､ OP
の2018年実績値と予測値の差の分布を図2⒜、
⒝に示すと、両図とも実線で示した DSEモデ
ルの予測事後平均値は、破線で示した OPの予
測値に比べて分布が狭く高い予測性能を示して

いることがわかる13)。

推計結果から読み取れるそのほかの性質とし

て、DSE-ARモデルと DSE-RWモデルを比較
した結果、両モデルとも係数と予測・予測性能

について同様の推定値を示したことが挙げられ
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表4 推定結果と実測値・将来値予測のパフォーマンス

注1）推計結果（期間：2013年、2008年、2003年、1998年、1993年、1988年）
2）時間トレンドは自然数の順序集合であり、t = (1, 2, 3, …, 6)であり、将来値を予測する際、時間トレンドの値は、データ
期間の直近の年（2013年）を表す 6から、データ期間の 1期先を予測する場合の期間（2018年）を表す 7まで進められる｡

空き家率モラン統計量：0.37083

OP SAC SDM DSE-AR DSE-RW

説明変数 推定値 標準誤差 推定値 標準誤差 推定値 標準誤差 推定値 標準誤差 推定値 標準誤差
　 0 ～29歳 0.9402 0.5485 0.8239 0.4552 1.0422 0.4555 0.3455 0.5053 0.3704 0.5026
　30歳～64歳 0.8528 0.5602 0.7115 0.4745 0.7628 0.4764 0.4392 0.5182 0.4625 0.5153
　65～74歳 0.9797 0.5522 1.0689 0.4642 1.2597 0.4630 0.6388 0.5117 0.6461 0.5087
　75歳 1.1766 0.6027 1.1486 0.5292 1.2421 0.5418 0.5005 0.5675 0.5110 0.5649
　 0 ～29歳（ 1 期 5 年ラグ） 0.8288 0.5603 0.9904 0.4695 1.1081 0.4676 0.6459 0.5033 0.6315 0.5081
　30～64歳（ 1 期 5 年ラグ） 0.5926 0.5753 0.7208 0.4868 0.9645 0.4906 0.4036 0.5146 0.4022 0.5159
　65～74歳（ 1 期 5 年ラグ） 0.1911 0.5684 0.0764 0.4909 0.1045 0.4846 0.2457 0.5207 0.2526 0.5218
　75歳～（ 1 期 5 年ラグ） 1.2489 0.6057 1.2655 0.5271 1.3721 0.5289 1.4290 0.5584 1.4314 0.5612
　時間トレンドa 0.1465 0.0610 0.1693 0.0648 0.2264 0.0711 -0.1521 0.1787 -0.1487 0.1777

SACとSDMのパラメータ
　ρ - - 0.0529 0.1185 0.3423 0.1806 - - - -
　λ - - 0.7627 0.1373 - - - - - -

エラー構造のパラメータ
　τ 0.7485 - 0.4721 0.0336 0.3699 0.0312 0.5524 0.0423 0.5519 0.0429 
　σ - - - - - - 0.8088 0.0589 0.7939 0.0579
　φ - - - - - - 0.8111 0.0987 0.7809 0.1022
　δ - - - - - - 0.9828 0.0159 - -

将来値のMSE（2018年） 2.7177 2.7827 2.6859 1.3959 1.3486

図2 通常のパネル推定（OP）と地球統計パネル推定（DSE）の将来予測値推定パフォーマンス

注）数値は 2018年の実績値との将来予測値の誤差を示していおり、赤線は DSE-ARと DSE-RWによる予測事後平均値から
導出され、青破線は OPによる予測値から導出される。
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る｡この理由としては､δの推定値が1988～2018
年では0.99､1988～2013年では0.98であり､ 空間
効果はランダムウォークの性質を持ち、空間効

果は毎年非定常的に変化したことが挙げられる｡

空き家率は、年間のフロー数値によって変動

する数値ではなく、総住宅ストックと未利用空

き家との関係によって生成されるものである。

民間の研究機関では、トレンド分析などの非統

計的な手法を用いて、住宅ストックの伸びと解

体率の関係を調べ、将来の住宅ストックの予測

に役立てているところもある。しかし、残念な

がらそのような分析は、残存ストックや解体率

について、一定の仮定に基づいて行なわなけれ

ばならない。DSEモデルは、後年のストック
数や地域住宅市場の影響を時空間効果という形

で客観的かつ統計的に表現することが可能であ

るという特徴を持っている。

DSEモデルにおける課題の一つは他の推定
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モデルに比べて定式化が複雑で計算量が多いと

いうことが挙げられる。特に、DSEモデルの
MCMC推定におけるパラメータの収束への対
処は、一定の統計的知識や技術など含めて、実

用的な実装において推定や予測を阻害する可能

性がある。他方、一定の定式化されたプログミ

ングに関して、MCMC推定を簡便に行なわせ
ることを含めて汎用化させる取り組みは早速急

速に進展しており、こうしたモデルも日常的に

扱うことが可能になる可能性はおおいにあると

考えられる。

4 結論

本研究では、ARと RWの空間効果を持つ
DSE推定モデルの予測・予測への適用可能性
を確認した。まず、モンテカルロ実験によりさ

まざまな推定モデルの性能を検証し、空間計量

経済学に従った地理情報を利用する SACや
SDMなどの他の推定モデルと比較した結果、
DSEモデルによる従属変数の現在値の予測性
能の向上が確認されたほか、推定スケールパラ

メータと時変空間誤差構造による推定の柔軟性

を有していることが確認された。

そのうえで、DSE-ARモデルと DSE-RWモ
デルを用いて、都道府県間の空き家比率を推計

した結果、DSEモデルによる予測・予測は、
代表的な空間計量モデルを含む他のモデルの予

測MSEの約半分であり、DSEモデルによる予
測・予測の性能の高さを示した。

本研究では、将来予測の実施のために、どち

らかといえば単純な説明変数を採用した。した

がって、今後の研究の拡張に向けては、将来予

測を含めてより多様なデータが利用できるよう

になれば、より優れた推定モデルを構築するこ

とができる。具体的には、各地域における家屋

の相続の発生状況、特に非居住者の相続の発生

状況に関する情報が入手可能になれば、分析を

拡張することができる。また、各都道府県のア

クセス時間など、近接性に関する情報が利用可

能になれば、分析が改善される可能性がある。

さらに、本研究では空き家の将来比率を検討

したが、本研究で用いた DSEモデルは地域研
究や空間分析など他の分野でも同様の応用が可

能である。さまざまな分析に空間情報を組み込

むことの重要性は、近年の空間計量経済学の発

展において広く受け入れられており、そうした

応用研究の進展が期待される。特に不動産価格

の適切な予測や予測は実務上も政策上も非常に

重要でありつつ、空間的特性が大きく影響する

分野であり、空間的自己相関の存在を適切に織

り込んだ分析が進められることの意義が大きく､

その可能性が大きく広がっていると言える14)。

注
1）本稿はMuto et al.(2023a）をベースに日本語化し
た文献であり、浅見泰司先生、林正先生、柳川範之
先生ほか東京大学連携研究機構不動産イノベーショ
ンセンタ（CREI）ワークショップおよび住宅経済研
究会の参加者の皆様から有益なコメントをいただい
た｡ 武藤祥郎は国土交通省に所属しているが､ 本稿で
表明した見解は執筆者独自の研究に基づくものであ
り、日本政府のいかなる機関の公式な政策や立場を
反映するものではない。

2）国土交通省の調査によると、空き家の約55％が相
続によって取得されている（国交省住宅局「空き家
実態調査」2020年)。

3）さまざまな変数の空間的相互作用は、1960年代後
半から1970年代にかけていくつかの研究者によって
アプローチされた。Ord (1975）は、空間的自己相関
の存在を仮定し、空間的重み行列を用いて特定のア
ウトプットを推定するための最尤推定量を採用した｡
Paelinck (1978)は､｢空間計量経済学」(spatial econo-
metrics）という言葉を作り、空間計量経済モデルの
仕様の原則を指摘した。本論文では、空間計量パネ
ルモデルを含む空間計量モデルの開発については中
心的に論じないが、代表的な空間計量モデルである
SACモデルと SDMモデルを用いた推計結果を示し､
予測性能の比較・参考とする。

4）予測性能と高性能モデルの開発に関する空間計量
経済学の文献で注目すべき例は､ Baltagi et al. (2019)
である。彼らは動的空間一般化モーメント（GM）推
定量を導入し、モンテカルロ実験を通じて予測効率
の大きな改善をもたらした。

5）DSEモデルのMCMC推定は、Rソフトウェアを
用いて実行され，最初の2000サンプルをバーンイン
として廃棄した後、7000の事後サンプルを生成した｡
OP、SAC、SDMの推定は、STATAソフトウェア
の "xsmle "コマンドによって実行した。

6）販売在庫や賃貸住宅の一時的な空室など、特定の
目的を持たずに所有する空き家の数が、2018年には
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全国で349万戸となり、国の調査によると2008年から
約30％増加していることが知られている。

7）空き家が周辺地域に及ぼす外部性については、例
えば、東京郊外における家賃に対する負の外部性を
示した Sadayuki et al. (2020)や Suzuki et al. (2022）
が報告されている。

8）野村総合研究所は、2019年6月の住宅用地統計調
査発表後の報告書で、空き家率の推計誤差の原因を､
定年退職者が所有する住宅の予測数が実際の数と異
なっていたためとしている。

9）都道府県間の距離については、各都道府県の面的
なデータを用いることも可能であるが、県庁所在地
の地理的位置は、都道府県の人口的または住宅的重
心を特徴づける良い指標となるため、都道府県庁の
距離を用いた。都道府県庁所在地間の距離は、国土
地理院のウェブサイト（https://www.gsi.go.jp/KOK
UJYOHO/kenchokan.html) で公開されており、GRS
80に基づく最短距離（測地線長）で計算されている｡

10) 地理的分布の不均一性を数値化するため、Ren et al.
(2014）等に基づき、SACモデルと SDMモデルで採
用されている空間重み行列を用いて、普通パネル
(OP）モデルの残差のモランのⅠ統計量を計算した｡
得られた値は0.367であるが、帰無仮説の下での期待
値と標準偏差はそれぞれ-0.018と0.073であり、統計
的に有意な空間相関を示している。

11）SACモデルと SDMモデルの空間ウェイト行列の
要素は w = exp −δd /∑  

 exp −δd と定義され
i ≠ jの場合に d< dであり、パラメータは w = 0,
δ=1, d=100とする。ここで d = s−s  の間の距
離（km）である。

12）ここで、推定データセットにおける「時間トレン
ド｣の値は1988年～2013年を示す1～6であり、2018
年時間トレンドの値は7をとる。また、説明変数の
将来値（各年齢層の都道府県人口数）が国立社会保
障・人口問題研究所のホームページで2045年まで公
開されている。

13）モデル間で予測誤差分布の幅が異なるにもかかわ
らず、図2⒜、⒝の分布はいずれも右に偏っており､
2018年の空き家率が過大予測される傾向があること
がわかった｡ その可能性として考えられるのは､2015
年に制定された「空き家対策特別措置法」が施行さ
れ、市町村が空き家情報を把握し、特定空き家や地
域特定空き家の取り壊しや固定資産税の変更ができ
るようになったことである。この法律自体が、この
短期間において大量の空き家の取り壊しや処分に直
接影響しているとは必ずしも言えないが、一部の自
治体判断や、所有者個人の未使用住宅保有に対する
判断が変わった可能性はおおいにあると考えられる｡

14）Muto, et al. (2023b）は、不動産価格の時空間地理
統計モデルを導入しており、その分析モデルは、時
空間的なランダムな取引発生と価格の関係を考慮し､
ベイズMCMC推定によって推定したものである。
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株式投資型クラウドファンディングにおいて
生じる地元偏重とその緩和金融エコロジーの視点

Cai, W., F. Polzin, and E. Stam(2024) “Mitigating Local Bias in Equity Crowdfunding: A Financial
Ecology Perspective,” Journal of Economic Geography, Vol.24(4), pp.549－565.

海外論文紹介

はじめに

新しい技術やビジネスモデルをベースに、短期間

での急成長を目指す新興企業、いわゆるスタートア

ップの育成は、地域の経済基盤を充実させ、持続可

能性を向上させることから、私たちの居住という観

点でも非常に重要である。

スタートアップの資金調達手法は多岐にわたるが､

非上場企業がインターネットを通じて多くの人から

少額ずつ資金調達を行なう「株式投資型クラウドフ

ァンディング」も、新しい手法として注目を浴びて

いる。

本稿で紹介する Cai, Polzin, and Stam（2024）(以
下、本論文）は、オランダの株式投資型クラウドフ

ァンディングプラットフォームのデータを使用し、

地域間の地理的距離とクラウドファンディング投資

額の関係について分析したものである。

融資や出資と地理的距離の関係については、これ

までもいくつかの先行研究で分析が行なわれてきた

が、その結論は必ずしも一貫性を持っていない。

Chen et al.(2010）によれば、米国のサンフランシ
スコ、ニューヨーク、ボストンに拠点を置くベンチ

ャーキャピタル（以下、VC）はパフォーマンスが
高く、これらの地域には VCの集積がみられるが、
その高いパフォーマンスは地元企業に対する投資か

らもたらされているわけではないという。

本論文は、意思決定が経済環境の影響を強く受け

ると考えられる、主として個人が投資を行なうクラ

ウドファンディングのデータを用いることで、地理

的距離と投資の背後に潜む複雑な関係性に対して、

より確度の高い洞察を与えている。

本論文の主な結論は、次のとおりである。投資家

が存する地域（以下、投資地域）と、投資を受ける

企業が存する地域（以下、被投資地域）の地理的距

離が離れるにつれて、地域をまたいだクラウドファ

ンディング投資が減少する一方で、地域間のソーシ

ャルネットワークが強力で、投資地域に金融業界が

集積している場合には、地理的距離がもたらす負の

影響が緩和される。

｢金融エコロジー」と「地元偏重」

経済地理学の分野では、それぞれの経済主体の相

互作用によって、金融活動がどのような空間的制約

を受けるか、また、その空間的制約がどのように形

成されるか等を分析する文献において「金融エコロ

ジー」(Financial Ecology）という考え方が示され
ている。

これは、企業や組織、その他経済主体が相互に連

携し、規制や文化、インフラストラクチャーの変化

に適応するための相互作用を、環境科学における

｢生態系」になぞらえた概念である。

具体例として、中流階級を中心に構成される英国

の郊外部には、いわゆる「プライム層」の金融エコ

ロジーが形成されている。このエコロジーの住民は､

高い信用スコアを有しており、金融システムに対す

る知識水準も高いため、インターネット等を通じて､

比較的遠隔でも金融活動を行なうことができる。

これとは対照的に、貧困層を中心に構成される都

心部には「サブプライム層」の金融エコロジーが形

成されている。このエコロジーの住民は、信用スコ

アが低く、金融システムに対する知識水準も低いた

め、訪問型貸金（door-to-door money lending）等
の金融サービスに大きく依存しており、地理的な近

接性が不可欠になる。

また、先行研究においては、投資家が地元のプロ

ジェクトに対してより出資を行なう「地元偏重」

(local bias）と呼ばれる傾向も示されている。この
ような地理的なバイアスは、出資の意思決定に必要
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となる情報の収集や、その後のハンズオン支援にか

かるコストを考慮した、経済合理的な動機に基づい

ている可能性も考えられるが、目に付きやすく、親

しみを感じるプロジェクトに投資を行なうという人

間の行動特性が反映されたものかもしれない。

こうしたコンセプトに沿って、本論文では、次の

仮説について検証を行なっている。

仮説1：地域間の株式投資型クラウドファンディン
グの投資量は、その地理的距離とともに減少する｡

仮説2：地域間のソーシャルネットワークが強力で
あれば、地理的距離がもたらす負の影響は弱まる｡

仮説3：投資地域における金融業界の特化係数が高
い場合、地理的距離がもたらす負の影響は弱まる｡

データ

分析にあたっては、オランダの投資型クラウドフ

ァンディング・プラットフォームにおける、2012年
1月から2019年8月の間に終了したすべてのキャン
ペーンの取引データを使用した。国外のキャンペー

ンや位置情報がないデータを除外し､163キャンペー
ンにかかる、1万3359人の投資家による、2万3921
件の投資を分析対象とした。

また､｢地域間の距離」(Distance)､｢地域間のソー

シャルネットワークの強さ」(Network)、｢金融業

界の特化係数」(LQ）という3つの変数を次のとお
り定義し、それぞれが投資額に与える影響を分析す

る。

　Distanceについては、地域最大の都市の位置を

使用して、2地域間の距離の対数値を使用した。
　Networkについては、Facebookの友達データを
もとに、次式で表される Social Connectedness In-
dex（SCI）を使用した。

Network  =
Friendship 

Population×Population

Friendship は｢地域 iと地域 jの間の Facebook
における友達の総数」を、Population は「地域に

おける Facebookのユーザー数」を表しており、最
大値が100万に尺度化されたこの指数は、地域 iの

Facebookユーザーが、地域 jのユーザーの友達で

ある相対的確率を表している。

LQについては、添字 fを金融業界、allを全業種､

rを特定の地域、NLをオランダ全域とし、その労

働者数（employee）を用いて、次のとおり算出し

た。

LQ  =
employee /employee 

employee  /emploee 

前述の変数に加えて、地域間のクラウドファン

ディングフローに影響を与える可能性のある、地域

における「GDP」｢一人当たり GDP（GDPP)」お

よび「成功したキャンペーンの数（Projects)」を

コントロール変数として用いる。

モデル

地域間のソーシャルネットワークの強さは、時系

列での変化を捉えていないため、クロスセクション

データでの分析を行なう。また、従属変数である投

資額は正のものしか観測できないため、次のトービ

ットモデルを用いて分析を行なう。

Inv 
 = β１Distance +β２M+β３M*Dis +X

+η+ε 

Inv  = max(0, Inv 
 )

　Inv 
 は潜在的な従属変数であり「地域 rから

地域 jへのクラウドファンディング投資額」を示し

ている。Distance は「地域 rと地域 jの距離」で

ある。Mは調整変数であり、Networksと LQを指

す。X は、GDP、GDPP、Projectsなど、投資地

域のコントロール変数である。η は、被投資地域

の固定効果である。潜在的な従属変数は負の値を取

りうるが、Inv は、Inv 
 が0より大きい場合に

Inv  = Inv 
 の値を取ることを示している。

なお、Inv、Distance、Networks、GDPおよび

GDPPについては、対数値を用いている。

推定結果

推定結果を表1に示す。⑴列は、Distance、GDP､

GDPPおよび固定効果のみを考慮したベースライン

としての分析であり、⑵列は、LQとNetworkを

加えて影響を確認している。Distanceの係数はい

ずれも有意に負の値を取っており、仮説1は支持さ
れる。その一方で、LQとNetworkは、有意な影
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表1 トービットモデルによる分析

注）***、**、*はそれぞれ推定された係数が1％、5％、10％水準で統計的に有意であることを示す。
カッコ内はロバスト標準誤差を示す。

変数
(1) (2) (3) (4) (5)

投資額 投資額 投資額 投資額 投資額

地域間の距離 －0.911***
(0.081)

－1.124***
(0.247)

－2.459***
(0.695)

－1.909***
(0.287)

－3.417***
(0.712)

地域間のソーシャルネットワークの強さ －0.217
(0.240)

－0.680**
(0.314)

－0.350
(0.235)

－0.869***
(0.307)

金融業界の特化係数 －0.011
(0.265)

0.026
(0.265)

－3.839***
(0.609)

－3.902***
(0.621)

地域間の距離×地域間のソーシャルネットワークの強さ 0.101**
(0.051)

0.112**
(0.049)

地域間の距離×金融業界の特化係数 0.902***
(0.146)

0.927***
(0.149)

GDP 2.328***
(0.168)

2.317***
(0.174)

2.269***
(0.174)

2.249***
(0.171)

2.194***
(0.171)

一人当たりGDP －1.525**
(0.696)

－1.492**
(0.699)

－1.435**
(0.698)

－1.455**
(0.694)

－1.390**
(0.693)

成功したキャンペーンの数 0.013
(0.015)

0.013
(0.016)

0.009
(0.016)

0.024
(0.015)

0.020
(0.015)

定数項 4.840
(6.627)

7.989
(7.238)

14.138*
(7.775)

13.007*
(7.194)

19.989**
(7.776)

固定効果 Yes Yes Yes Yes Yes

N
擬似決定係数

1,040
0.177

1,040
0.177

1,040
0.178

1,040
0.180

1,040
0.181

響を与えないことが判明した。

⑶列は、DistanceとNetworkの交差項を加えて

推定しており、その係数は5パーセント有意で正の
値を取っている。

⑷列は、Distanceと LQの交差項の係数が、1
パーセント有意で正の値を取っていることを示して

いる。この結果からは、投資地域に金融産業が集積

している場合、地理的な距離はそれほど重要な役割

を果たさないことが示唆される。

⑸列は、両方の交差項を加えて分析を行なった結

果であり、その係数は依然として正の値で有意であ

るため、仮説2と仮説3が支持される。
この結果についてまとめると、地域間のソーシャ

ルネットワークが強力で、投資地域に金融業界が集

積している場合、地理的距離がもたらす負の影響は

軽減される（図1左)。また、金融業界の特化係数
が平均値より1標準誤差高い場合、距離とクラウド
ファンディング投資額の間には、かえって正の関係

がもたらされる（図1右)。

頑健性の確認

次に、前述の推定結果の頑健性を確認するために､

いくつかの分析を追加で実施している。

第1に、説明変数として用いた「地域間のソーシ
ャルネットワーク」(Network）は、2つの地域間
の関係（貿易や特許引用）や類似点（収入、政治的

価値観、宗教、民族等）と相関している可能性があ

り、モデルから欠落しているこれらの変数が内生性

の問題を引き起こす懸念があるため、2つの操作変
数（①「投資地域の流出入人口／投資地域の人口｣､
②「被投資地域の流出人口比率×被投資地域の流入
人口比率｣）を用いて分析を行なっている。

操作変数①については、投資地域における、他の
地域との全般的な交流の程度を反映しているが、特

定の地域間の変数とは無関係である。②については､
地域間の交流の程度を反映しているが、先ほど例示
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図1 ｢地域間のソーシャルネットワークの強さ」と「金融業界の特化係数｣の調整効果

注）図は表1の列（5）の結果に基づいている。独立変数（地域間の距離）と調整変数（｢地域間のソーシャルネット
ワークの強さ」および「金融業界の特化係数｣）は視覚化のため両方とも中心化している。

短距離
地域間の距離（中心化した値）

地域間のソーシャルネットワークの強さの調整効果

長距離 短距離
地域間の距離（中心化した値）
金融業界の特化係数の調整効果
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したような地域間の関係や類似点との相関は低くな

る。

第2に、失敗したキャンペーンに対する支援金を
被説明変数に含めて分析を実施した。第3に、デー
タのうちほとんどを占める首都アムステルダム広域

圏・ユトレヒト市・ロッテルダム市からの投資を除

いた上で、地域間の出資に焦点を当てるため、地域

内投資のデータを除外して分析を行なった。

最後に｢負の二項回帰( negative binomial regres-
sion)」と「グラビティモデル」を用いて分析を実
施したが、いずれの分析結果についても、前述の推

定結果と合致している。

なお､以上の分析結果については､Supplementary
Appendixで示されている。

まとめ

本論文では、地理的距離が、株式投資型クラウド

ファンディングにおける地域間の投資額に対して与

える負の影響が、ソーシャルネットワークや金融知

識によって緩和されることから、それらの背後に情

報の非対称性とその克服があることが強く示唆され

ている。

近年、自治体が出資するスタートアップ向けファ

ンドの設立も加速するなか、本論文が着目している

金融活動における地理的関係の背後にあるメカニズ

ムを踏まえて政策立案を行なうことは、大きな意義

があると言えるだろう。

参考文献
Chen, H., P. Gompers, A. Kovner, and J. Lerner（2010）

“Buy Local? The Geography of Venture Capital,” Jour-
nal of Urban Economics, Vol.67(1), pp.90‒102.

Leyshon, A., D. Burton, D. Knights, C. Alferoff and P. Sig-
noretta（2004）“Towards an Ecology of Retail Finan-
cial Services: Understanding the Persistence of Door-
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ment and Planning A, Vol.36, pp.625‒645.

寺山 椋
日本大学大学院経済学研究科博士前期課程
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センターだより

公益財団法人日本住宅総合セン
ターでは､1994年以降､自主研究の
継続調査として、定期借地権付住
宅の分譲事例についてデータの収
集と集積を行ない、データベース
を構築・更新するとともに､事例デー
タの系統的分析を遂行してきた。
2009年度調査より、データ利用
の利便性と速報性を重視して年2
回（前期、通年)、これまで報告
書に掲載してきた図表類および集
約表などを日本住宅総合センター
のホームページ( http://www.hrf.
or.jp/）上で紹介しており、2024
年11月現在、最新の調査成果とし
て2024年度上半期における事例集
を掲載している。
なお、本調査研究においては、
定期借地権制度と個人・世帯の住
宅取得ニーズとの関連性を追究す
る視点から、調査開始以来一貫し
て分譲事例の動向把握を主眼とし

ているため、近年急増している定
期借地権付住宅の賃貸事例につい
ては調査対象外となっている。
1993年2月の定期借地権付住宅
第1号の発売から、2024年9月30
日までの間に収集した事例数は、
戸建て住宅とマンションを合わせ
た総数で6988件、6万1418区画
(戸) にのぼる(戸建て住宅6159件､
3万2730区画、マンション829件､
2万8688戸)。
以下、最新年度である2024年度

上半期(2024年4月～2024年9月）
に収集された物件の特徴を簡単に
紹介する。
2024年度前期における戸建て住
宅の収集事例数は、22件44区画で
ある。都道府県別にみると、第1
位は愛知県の19区画、第2位は京
都府の17区画であり、収集された
事例の約43％が愛知県となってい
る。また土地面積については、最
大面積が200ｍ2を超える事例は22
件中7件と全体の約32％であり、
2011年以降比較的小規模な物件の

シェアが大きい傾向が続いている｡
マンションの収集事例数は19件

453戸である。前年度前期の17件
462戸と比較すると、1件当たり
戸数は約27戸から約24戸となり、
1件当たりの販売戸数は減少して
いる。1件当たり戸数は2016年度
に約85戸であったが、翌年度以降
は20～50戸の間で推移しており、
定期借地権付き新築マンションの
小規模傾向は継続している。都道
府県別マンション発売戸数は、第
1位が大阪府の219戸、第2位が
兵庫県の62戸、次いで第3位が愛
知県の35戸であった。また今回収
集した19件について、マンション
別の最大専有面積の平均は84.65
ｍ2であった。
本調査は調査方法の特性により､
定期借地権活用動向の全体像を把
握するための資料としては制約が
伴うものの、分譲住宅事例の地域
分布および建物の種別や規模等の
実態を検証するうえで有用なデー
タセグメントであると考えられる｡

◉調査研究成果のご案内
｢定期借地権事例調査」
http://www.hrf.or.jp/webreport/

AMラジオは1925年に社団法人東
京放送局が放送を開始し、まもなく
100年を迎えようとしている。その
AMラジオが放送終了に向け検討準
備を進めているという。
電波の特性上、AMは FMに比

べて送信施設や使用電力が大きくな
る。そのため、施設の維持や更新に
膨大な費用がかかる。それが放送事
業の継続に大きな負担となり、この
ような検討に至ったようだ。
これまでの FMラジオ放送帯域

(76.1～90.0MHz）を76.1～94.9MHz
に拡張して､いわゆる｢ワイド FM」
にして、AM放送局をここに割り当
てようとしている。

かつての子供たちは、AMラジオ
を聴くために、鉱石ラジオやゲルマ
ニウムラジオなどを作った。それは
電子工作の入門であり、小学生の夏
休み工作課題や電子工作の入り口と
してモノを作ることの楽しさを提供
した。深夜放送は多くの学生を魅了
するとともに寝不足にさせていたと
いわれる。
1980年代後半生まれの私は、その
時代の中心にいたわけではない。ラ
ジオ放送は今後も存続する。しかし､
AM放送の終了を検討するというこ
とは一つの時代の区切りを感じさせ
る。なんとなく寂しいものではある｡

（Ｙ・Ｍ)
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